
（平成２３年２月２日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 116 件

国民年金関係 12 件

厚生年金関係 104 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 39 件

国民年金関係 17 件

厚生年金関係 22 件

年金記録確認大阪地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



大阪国民年金 事案 5341 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 54年 10月から 55年３月までの国民年金

保険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正

することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年６月から 44年３月まで 

  ② 昭和 54年 10月から 55年３月まで 

私の父が、私の婚姻届を提出するためＡ市Ｂ支所に行った時、知人の職員

から、私の国民年金加入を勧められ同支所で、私の国民年金の加入手続を行

ったと聞いていた。 

私の国民年金の加入手続の際に、父は遡って申立期間①の国民年金保険料

をまとめてＡ市Ｂ支所で納付したと話していたが、私は申立期間①の納付金

額及び具体的な納付内容について父から聞いていないので、納付の詳細は分

からない。 

結婚後、私たち夫婦は自宅で父の店を継いだが、昭和 44年 11月まで私は

Ｃ事業所で働いていたので、父と夫が自宅にいて、父が集金人に私たち夫婦

の国民年金保険料を納付してくれたと思う。 

昭和44年11月以降は夫婦二人分の国民年金保険料を店舗兼自宅に来る集

金人に私が納付していた。その後、時期は定かではないが、Ａ市Ｂ支所で私

が夫婦の保険料を納付するようになったと記憶している。しかし、申立期間

②の夫の保険料が過年度納付されていることを知り、夫が過年度納付してい

るのなら、私も同時に納付していたので過年度納付したと思うが、申立期間

②の夫婦の保険料を、どこでどのように納付したのか覚えていないが、保険

料は夫婦同時に私が納付していたので、夫が納付している記録なら私も納付

していたはずである。 

平成２年以降は、私が国民年金保険料の免除申請を行った記憶があるが、

それ以前は仕事も順調で、経済的にも安定していたので、免除申請する必要

もなく、申立期間②の期間を免除申請することは考えられない。結婚後、昭



和 44年 11月から、私が保険料の納付を二人分一緒に納付してきたので、私

の納付記録をもう一度調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間②について、申立人は、その夫の国民年金保険料と併せて同時に過

年度納付していたと申し立てている。 

  そこで、申立人が所持する領収証書及びＡ市の収滞納一覧表を見ると、申立

期間②前後の納付行動について、納付日が確認できる期間については、全て二

人同日に納付していることが確認でき、申立人が常に夫婦二人分の国民年金保

険料を同時に納付していたとする陳述と符合する。 

  また、申立期間②は、オンライン記録上申請免除期間とされているが、同記

録は平成 22年８月 24日に、当初未納の記録であったものを訂正したものと分

かる。このことは、昭和 54 年度分の保険料について、免除申請後、昭和 54

年４月から同年９月の保険料を現年度納付したことにより、申立期間は未納の

記録となっていることが申立人に係る特殊台帳から確認できる。 

さらに、申立人の夫の納付記録を見ると、申立期間②は、当初未納であった

ものを、昭和 56 年８月に過年度納付していることが確認でき、同人に係る特

殊台帳を見ると、55年に社会保険事務所（当時）が催告を行っており、日本年

金機構Ｄブロック本部Ｅ事務センターは、「特殊台帳の記録から申立期間②は

平成 22年８月 24日まで夫と同じ未納期間として記録されていることから、申

立期間②について夫と同様に催告が行われ、納付書が発行された可能性があ

る。」と説明していることから、申立人は、昭和 55年度に社会保険事務所から

催告を受け、当時未納とされていた申立期間②の夫婦二人分の国民年金保険料

を昭和 56年８月に同時に過年度納付したと考えるのが自然である。 

加えて、申立人は、昭和 52年度及び昭和 54年１月から同年３月までの期間

の国民年金保険料についても、免除申請後に追納し、申立人の夫についても同

期間の保険料を同日に過年度納付している記録が特殊台帳から確認できるこ

とから、申立期間②についても、同様に同日に追納したと考えるのが自然であ

る。 

一方、申立期間①について、申立人は、その父親が昭和 44 年２月頃にＡ市

役所Ｂ支所で国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金保険料を同支所

で一括納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭和 44 年３

月 10 日にＡ市で払い出されていることが、国民年金手帳記号番号払出簿から

確認でき、申立内容と符合しているが、この時点において、申立人は、申立期

間のうち、昭和 37年６月から 41年 12月までの国民年金保険料を時効により

制度上納付することができない。また、42年１月から 43年３月までの保険料

については過年度納付が可能であるが、Ａ市は「当市役所Ｂ支所が過年度保険



料を収納することは無い。」と説明しており、申立内容と符合しない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付

に直接関与しておらず、申立期間の保険料を納付したとする父親は既に死亡し

ており、申立期間当時の具体的な納付状況をうかがうことはできない。 

このほか、申立期間①について申立人の国民年金保険料が納付されていたこ

とを示す関連資料は無く、申立期間①の保険料が納付されていたことをうかが

わせる事情は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 54年 10月から 55 年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認め

られる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5342 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 55年４月から 56年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月から 56年３月まで 

    私は、再婚後しばらくして生活に余裕が出てきた昭和 55 年頃に、Ａ市役

所で「国民年金保険料は、遡って納付することができる」との張り紙を見た。

市役所で国民年金の加入手続、保険料納付及び年金受給についての説明を受

けた上で加入し、遡った２年分の保険料について、分割した納付書を３枚も

らい金融機関で分けて納付した。 

申立期間の国民年金保険料を納付したにもかかわらず、免除の記録とされ

ているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 55 年頃に国民年金の加入手続を行い、申立期間の国民年金

保険料を遡って納付したと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入手続時期について、国民年金手帳記号番号

払出簿を見ると、国民年金手帳記号番号が昭和 56年 10月 12日に払い出され

ていることが確認でき、手帳記号番号の払出時点で申立期間の国民年金保険

料は過年度納付が可能であったことが分かる。 

また、申立人は、結婚後何年かたって経済的に余裕が出てきたので、国民年

金の加入手続を行い、２年間分の国民年金保険料を遡って納付したと陳述し

ているところ、申立人の保険料納付について、特殊台帳を見ると、国民年金

手帳記号番号が払い出された直後の昭和 56年 10月に 54年 1月から同年３月

までの保険料を過年度納付し、56年 12月に 54年４月から 55年３月までの保

険料を過年度納付していることが確認でき、申立人の陳述と符合する。 

さらに、国民年金の加入手続時に、遡って納付する納付書を３枚もらって納

付したとの申立人の陳述から、申立人は、過年度納付が確認できる昭和 54年

１月から 55年３月までの国民年金保険料の納付書と同時に作成された納付書

で申立期間の保険料を過年度納付したと考えるのが自然である。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5343 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和47年４月から48年３月までの期間及び同年４月から同年９月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められること

から、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 47年４月から 48年３月まで 

             ② 昭和 48年４月から同年９月まで 

    私は、役所の人から国民年金保険料を遡って支払うことができると聞いた

ので、母が国民年金の加入手続を行い、昭和 47 年４月からの保険料を納付

した。この時の領収証書を持っているが、領収証書に記載している期間のう

ち、同年４月から 48年３月までの保険料が未納の記録とされている。 

また、その後の昭和 48 年４月から同年９月までの国民年金保険料も納付

していたと思う。 

    申立期間①及び②の国民年金保険料が納付済みとされていないのは納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、役所の人から国民年金保険料を遡って納付することができると聞

いたので、国民年金の加入手続を行い、昭和 47年４月からの保険料を納付し、

この時の領収証書を持っていることから、申立期間①の保険料が未納の記録と

なっているのは納得できないとし、その後の申立期間②の保険料も納付してい

たと申し立てている。 

申立期間①について、申立人は、第２回特例納付実施期間中の昭和 50年 12

月 26日に、１枚の納付書で申立期間①及び 48年 10月から 49年１月までの期

間の保険料を納付した領収証書を所持している。 

また、申立人の国民年金の資格について、Ａ市の国民年金被保険者名簿及

び申立人が所持する国民年金手帳では、昭和 48年４月 18日に国民年金の資格

を取得した記録となっており、申立期間①は未加入期間であるが、特殊台帳及



                      

  

びオンライン記録では、国民年金の資格取得日が同年４月８日となっており、

資格取得日の記録に相違がある上、申立人は、これ以前には厚生年金保険に加

入しておらず、国民年金の任意加入被保険者に該当する学生でもなかったこと

から、国民年金の資格取得日が同年４月 18 日となるべき事由が見当たらず、

44年４月 18日に遡って強制加入として資格を取得されるべきものと考えられ

る。この場合、特例納付実施期間中に申立期間①の保険料は特例納付が可能で

ある。 

さらに、申立人の国民年金保険料の納付状況について、オンライン記録を

見ると、昭和 48年 10月からの保険料が納付された記録となっているが、Ａ市

の国民年金被保険者名簿を見ると、資格取得日前の期間である申立期間①及び

同年10月から49年２月までの保険料が納付された記録となっていることが確

認でき、同市は、申立期間①の保険料が納付済みであると認識していたことが

分かる。 

申立期間②について、特例納付実施期間中に申立期間②の国民年金保険料

を特例納付により納付することが可能であるにもかかわらず、申立人の所持す

る１枚の領収証書により納付された保険料は、申立期間①及び昭和 48 年 10

月から 49 年２月までの保険料であり、申立期間②の前後の期間となっている

ことから、申立期間②の保険料は既に納付されていたものと考えるのが自然で

ある。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5344 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和60年４月から63年５月までの付加保険料を含む国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２  申立の要旨等 

    １  申立人の氏名等 

        氏    名 ： 男 

        基礎年金番号 ：  

生 年 月 日       ： 昭和 19年生 

        住    所 ：  

 

    ２  申立内容の要旨 

        申 立 期 間       ： 昭和 60年４月から 63年５月まで 

私は、国民年金の加入手続を行って以降、付加保険料も含めて自身で国民

年金保険料の納付を行っていた。 

申立期間の国民年金保険料については、納付場所及び納付方法等は覚えて

いないが、申立期間前後は付加保険料も含めて納付しており、昭和 61 年か

ら 63 年までの確定申告書控えを提出するので、申立期間の保険料を納付し

たものと認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間前後の国民年金保険料を納付している上、昭和 52 年６

月から 60年３月までの期間及び 63年６月から平成４年６月までの期間は、付

加保険料も納付し、申立期間直前の昭和 58年度及び 59年度については、保険

料を前納していることがオンライン記録により確認できることから、申立人の

納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立人から提出された昭和 61年から 63年に係る申立人の確定申告書

控えを見ると、当該申告書に国民年金保険料として計上されている保険料額は、

昭和 61年度から 63年度までの付加保険料を含む保険料額と一致しており、こ

のうちの 61年度及び 62年度については、それぞれ１年間分の前納保険料額と

一致することから、申立期間のうち、確定申告書控えの無い昭和 60 年４月か

ら同年 12 月までの期間についても、申立人は付加保険料を含めた保険料を納

付していたものと考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加保険

料を含む国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5345 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 61 年１月から同年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から同年３月まで 

 私は昭和 61 年１月に会社を退職して自営業を始め、私自身と妻について

国民年金の加入手続を行った後、昭和 61 年度から毎年度夫婦二人分の国民

年金保険料を銀行で前納していた。昭和 61 年１月から同年３月までの３か

月間については、時期は覚えていないが、Ａ市役所から督促状と一緒に送ら

れてきた納付書によって、市役所で妻の分と一緒に遡って保険料を納付した

ことを覚えている。ところが、ねんきん特別便によると、同年４月以降につ

いて私自身は納付済みとされている一方、妻は未納とされ、申立期間につい

ては夫婦共に未納とされており、納得できない。私については、申立期間の

３か月について、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、国民年金加入期間について、申立期間の３か月を除き、国民年金

保険料を全て納付しており、納付意識の高さがうかがえる。 

   また、申立人は納付書の送付を受けて、申立期間の国民年金保険料を遡って

納付したとしているところ、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立人に

係る国民年金被保険者資格の再取得届出処理が昭和 61 年５月６日に行われた

旨記載されていることが確認できることから、この頃に国民年金の再加入手続

が行われたものと推認され、申立期間については過年度納付が可能な期間とな

る上、オンライン記録によると、62 年９月９日付けで申立人に係る過年度納

付書が作成された旨記載されていることが確認でき、申立人には他に未納期間

は無く、当該過年度納付書は申立期間について作成されたものであると考えら

れることから、申立人が当該過年度納付書により申立期間の保険料を遡って納

付したとしても不自然ではない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5346 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 38年３月から 39年３月までの期間並びに 45年２月及び同年

３月の国民年金保険料については、納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 38年３月から 39年３月まで 

           ② 昭和 45年２月及び同年３月 

    昭和 38 年３月頃、私の両親が、当時の役所で私の国民年金加入届を行っ

た。当時国民年金手帳を持っていたかどうかについては覚えていないが、加

入手続以降、申立期間①に係る国民年金保険料については、両親からあらか

じめ保険料納付用の用紙をもらっていたので、私自身がほぼ毎月役所の窓口

を訪れ、前述の用紙に現金を添えて納付していたと思う。 

また、申立期間②については、昭和 44年 10月に会社を退職した後、役所

から国民年金保険料納付用の用紙をもらった。当時の再加入手続の詳細及び

正確な時期は定かでないものの、少なくとも現在の記録で資格取得日とされ

ている 45 年４月１日よりも前には、もらった用紙に応じて、保険料納付を

再開していたはずである。 

ところが、申立期間①及び②のいずれについても、国民年金保険料の納付

がなかった期間とされており、納得できない。調査の上、納付記録を訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の国民年金加入時期について、当時の住所地における国民年金手帳記

号番号払出簿を見ると、申立人に対しては、昭和 39年４月及び 45年４月にそ

れぞれ別の国民年金手帳記号番号が、いずれも同一の市町村から払い出されて

おり、申立人については、それぞれの手帳記号番号の払出しの都度、加入手続

がなされたものと推認できる。この場合、39年４月の加入手続時点において、

申立期間①に係る国民年金保険料は、現年度及び過年度の保険料を納付するこ



                      

  

とが可能である。 

また、申立期間①に係る市町村の国民年金被保険者名簿を見ると、申立人に

ついては、昭和 38 年４月から同年８月までの期間が一旦納付済期間とされな

がら、後に一重線によって納付記録を抹消されていることが確認できるが、こ

の記録訂正に対し、同名簿上では、訂正印等が押されていない上、当該期間に

係る国民年金保険料が還付された事跡も確認できない。 

さらに、オンライン記録によると、申立期間②は、申立人が昭和 40 年４月

に国民年金被保険者資格を喪失した後、45 年４月１日に国民年金資格を再取

得していることにより、未加入期間とされているが、当時の市町村の国民年金

保険料収納簿のうち、申立人の名前と生年月日が記載されている欄を見ると、

当欄には国民年金手帳記号番号の記載こそ無いものの、ⅰ）同年１月までは未

加入期間とされていること、ⅱ）申立期間②に当たる同年２月及び同年３月は

納付済期間とされていることが確認できる。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5347 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年４月から同年６月までの期間及び 52年４月から 53年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認められるこ

とから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 
    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年４月から同年６月まで 

             ② 昭和 52年４月から 53年３月まで 

    私は、昭和 49 年４月の婚姻を契機として、国民年金に任意加入しようと

思ったことから、婚姻と同時期に自分で区役所に出向き、加入手続を行った。

その際区の窓口で、加入手続と同時に最初の一期分として、申立期間①に係

る国民年金保険料を確かに納付したが、記録では未納期間とされているので

納付記録を訂正してほしい。 

また、その後、私は昭和 52年４月にＡ市からＢ市に転居したが、最近、

その転居直後の期間に当たる申立期間②についても、未納期間とされている

ことが分かった。当時の国民年金の住所変更手続についてはよく覚えていな

いが、申立期間②直後の期間は納付済みとされている上、私の手元には、申

立期間②直後の期間に係る領収証書の一部が残っており、それらを見たとこ

ろ、転居後は納付書を用い金融機関から国民年金保険料を納めている様子が

うかがえることから、申立期間②に係る保険料もその直後の期間と同様に納

付しているはずであり、未納のままにしておくとは考え難い。申立期間②に

ついても調査の上、納付記録を訂正してほしい 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人のオンライン記録及び国民年金手帳の記載によると、申立人は、昭和

49年４月 23日付けで、任意加入被保険者として国民年金被保険者の資格を取

得していることが確認でき、制度上、任意加入被保険者は加入手続日をもって

資格取得日とされることから、同日に加入手続がなされたものと推認できる。

このことは、申立人の当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿にお



                      

  

いて、申立人に対して新規の国民年金手帳記号番号が同年６月に払い出されて

いることが確認できる状況とも整合し、上記加入手続時点において、申立期間

①は国民年金加入期間と認識されていることから、申立人が、申立期間①に係

る保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立人が所持する領収証書によると、申立期間①直後の期間の昭和

49年７月から同年９月までの期間に係る国民年金保険料が、同年８月 20日に

納付されていることが確認できる。この場合、申立人は、任意加入手続を行っ

た当初の期間に当たる申立期間①の未納を看過する一方で、その直後にあたる

当該期間に係る保険料を、申立期間①の納付期限到来前に納付したとは考え難

く、申立期間①に係る保険料については、加入手続時、若しくは加入手続時に

近接した時期に、現年度納付がなされたと考えるのが自然である。 

さらに、前述の手帳記号番号に係る特殊台帳の記載によると、申立人が昭和

52 年５月８日にＡ市からＢ市に転居したことに伴って、申立人に係る国民年

金被保険者台帳が、53 年２月に前住所地を管轄する社会保険事務所（当時）

から、Ｂ市を管轄する社会保険事務所へ移管されていることが確認でき、この

時に申立人に係る住所変更手続がなされたとすると、申立人が、当該住所変更

手続後に、申立期間②に係る国民年金保険料を、Ｂ市において現年度納付する

ことは可能であった上、上記特殊台帳からは、申立期間②に対する催告が行わ

れた事跡が確認できないことから、申立期間②に係る保険料については、住所

変更手続がなされた後に現年度納付された可能性を否定できない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



                      

  

大阪国民年金 事案 5348 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 43年３月から 45年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 43年３月から 45年３月まで 

結婚後の昭和 45 年８月頃、妻が区役所へ行き、妻の国民年金の変更届と

一緒に私の国民年金の加入手続も行ってくれた。その時、職員から私の国民

年金保険料について遡って納付するよう言われたので、妻が現金で何年分か

の保険料をまとめて納付してくれた。 

 当時受け取った領収証書等について、はっきりとは覚えていないが、申立

期間が未納とされているので、よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻のオンライン記録によると、申立人は、申立期間直後の昭

和45年４月以降、妻については、妻が会社を退職した結婚前の43年４月以降、

それぞれの国民年金被保険者期間において国民年金保険料を完納しており、申

立人の保険料を納付してくれたとする妻の納付意識の高さがうかがえる。 

 また、申立人の国民年金手帳の印紙検認記録欄に押印された申立期間直後の

昭和 45 年４月から同年６月までの国民年金保険料の検認日は、申立人の妻の

国民年金手帳に記載された氏名及び住所変更日と同じ同年８月５日となって

いることから、申立内容のとおり、同日に国民年金に関する申立人の妻の変更

届と一緒に申立人の加入手続が行われたものと推認される。 

さらに、申立人の特殊台帳によると、加入当時における国民年金被保険者の

資格取得日は、昭和 39年２月 12日(平成 16年３月に、昭和 42年４月から 43

年２月までが厚生年金保険被保険者期間であると判明し、同年３月 23 日に再

取得と記録訂正)となっている上、当時Ａ県下の市町村において運用されてい

た暦年ごとに国民年金保険料の時効を設定する方式を踏まえると、申立人に係

る国民年金の加入手続が行われたとみられる 45 年８月時点において、申立期



                      

  

間を含む 43年１月から 45年３月までの保険料については、遡って過年度納付

が可能であったものと考えられるほか、申立人の妻に改めて当時の納付金額等

について事情を聴取したところ、その金額は当該期間の保険料額とおおむね一

致するとともに、妻が結婚前に貯めていた貯金を下ろして納付したと陳述する

など、陳述内容に特段不自然な点は認められない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間を含む昭和

43年１月から 45年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認められ

る。しかしながら、43 年１月及び同年２月については、厚生年金保険被保険

者期間であることから、当該期間を納付済期間として記録を訂正することはで

きない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5349 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 40年４月から 42年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 42年３月まで 

私は、国民年金制度が始まった昭和 36 年に夫と一緒に国民年金に強制加

入し、同年４月まで遡って国民年金保険料を納付して以降は、自宅に来る集

金人に夫婦二人分の保険料を納付してきた。 

申立期間が未納とされているので、もう一度よく調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金における強制加入被保険者の資格は、加入手続の時期及び国民年金

保険料の納付の有無にかかわらず、国民年金制度が発足した昭和 36 年４月１

日現在において満 20 歳を超える者は、基本的に同年４月１日に取得するもの

とされている。 

   そこで、申立人及びその夫に係る国民年金手帳記号番号の払出時期を調査す

ると、昭和 42年 11月に夫婦連番で払い出されていることが国民年金手帳記号

番号払出簿により確認できることから、この頃に夫婦一緒に加入手続が行われ

たものと推定され、国民年金制度が発足した 36 年４月１日まで遡って国民年

金の強制加入被保険者の資格を取得していることがそれぞれの特殊台帳及び

オンライン記録により確認できる上、その記録は、申立人の所持する国民年金

手帳に記載された資格取得日とも一致している。この場合、加入手続が行われ

た時点において、申立期間のうち、大半の期間は、制度上、時効により国民年

金保険料を納付することができない期間であるものと考えられる。 

また、申立人が、申立内容のとおり、昭和 36 年４月まで遡って国民年金保

険料を納付するためには、別の国民年金手帳記号番号の払出しが必要であると

ころ、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て視認す



                      

  

るとともに、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申立人及びそ

の夫に対して別の手帳記号番号が払い出されていたことをうかがわせる事情

は見当たらないほか、申立人が同年４月まで遡って保険料を納付していたこと

を示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）も無い。 

一方、申立人及びその夫に係る国民年金の加入手続が行われたとみられる昭

和 42年 11月当時において、申立人は満＊歳であり、これ以降 60 歳期間満了

まで国民年金保険料を納付しても、５年＊月生まれの申立人の年金受給資格期

間である 25 年を確保するためには、２年間不足し、この当時、そのままでは

将来年金を受給する可能性が低い状況にあるにもかかわらず、申立期間直後の

42 年４月以降の保険料を申立人の夫と一緒に継続して納付している上、当時

45歳であった大正 11年＊月生まれの申立人の夫は、自身の年金受給資格期間

である 17年に不足する２年間の保険料として、43歳まで遡りその年度当初で

ある昭和 40年４月から 42年３月までの保険料を過年度納付しているほか、そ

の後の納付状況が夫婦で一致していることなどを踏まえると、申立人について

も、申立人の年金受給資格期間を確保するため、不足する２年間の保険料とし

て、35 歳まで遡りその年度当初である申立期間のうち、上記夫と同様の期間

である40年４月から42年３月までの保険料を一緒に過年度納付していたもの

と考えるのが自然である。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和40年４月から42年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5350 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年４月及び同年５月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 60年４月及び同年５月 

    結婚以来、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に金融機関で納付して

くれていた。 

    申立期間は妻が納付済みであり、私だけ納付記録が欠落するのはおかしい

ので、調査の上、納付記録を訂正してほしい。  

    

第３ 委員会の判断の理由 

申立人及びその妻のオンライン記録によると、申立人は、納付が開始され

た昭和 58 年４月以降、60 歳期間満了までの約 19 年間にわたる国民年金被保

険者期間において、申立期間以外は国民年金保険料を全て納付しており、申立

人の保険料を一緒に納付してくれていたとする申立人の妻も、会社を退職後の

57年４月以降、現在までの約 23年間にわたる国民年金被保険者期間は、申立

期間を含めて保険料を完納しているほか、この間における夫婦の厚生年金保険

との切替手続も適切に行なわれているなど、申立人の妻の年金制度に対する関

心の高さとともに保険料の納付意識の高さがうかがえる。 

また、申立期間は２か月間と短期間である上、その前後の期間は国民年金

保険料を納付済みであることなどを踏まえると、申立人の妻が申立人の申立期

間の保険料のみを納付しない理由は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年

金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5351 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 51 年１月から同年３月までの期間、同年

７月から同年９月までの期間及び 62 年４月の国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 45年２月から 50年１月まで 

             ② 昭和 51年１月から同年３月まで 

             ③ 昭和 51年７月から同年９月まで 

             ④ 昭和 62年４月 

    昭和 45 年頃に、両親と同居していたＡ市Ｂ区で、母親が私の国民年金の

加入手続を行い、その後、48 年４月に元妻と結婚するまで自分たち夫婦の

国民年金保険料と一緒に私の保険料を納付してくれていたはずである。 

    元妻との婚姻期間中の国民年金保険料については、母親又は元妻が納付し

てくれていたはずであるが、詳しいことは分からない。 

    元妻と離婚した昭和51年８月から現在の妻と結婚した52年７月までの国

民年金保険料は、自身で納付したことがないので、母親が納付してくれてい

たはずである。 

    現在の妻と結婚してからは、妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納

付しており、妻の申立期間④の保険料は納付済みとされている。 

    以上のことから、申立期間①が未加入並びに申立期間②、③及び④が未納

とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿及び申立人が所持する国民年金手帳を見ると、

申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51年１月 31日を国民年金被保険者資

格の取得日として、Ｃ市において、同年４月 17 日に元妻と共に払い出されて

おり、また、同市保存の国民年金被保険者名簿を見ると、同年３月 29 日に作

成されていることも確認でき、この手帳記号番号の払出時期等からみて、申立



                      

  

期間②、③及び④の国民年金保険料を現年度納付することは可能である。 

また、申立期間②及び③は３か月、申立期間④は１か月といずれも短期間で

ある上、前後の期間の国民年金保険料は現年度納付している。 

さらに、申立人の申立期間②の国民年金保険料の納付を担っていたとする申

立人の母親又は元妻は、納付の意思をもって申立人の国民年金の加入手続を行

い、その後、申立期間②と③に挟まれた昭和 51 年４月から同年６月までの保

険料を同年５月 18 日に現年度納付している上、申立人の母親及び元妻の当該

期間については納付済みとなっており、短期間である申立期間②の保険料のみ

未納のまま放置していたとは考え難い。 

加えて、申立人は、昭和 51年８月に元妻と離婚した後、52年７月に現在の

妻と結婚するまでの国民年金保険料は、申立人の母親が納付してくれたと申し

立てているところ、申立期間③直後の保険料は現年度納付しており、また、申

立人の保険料納付を担っていたとする申立人の母親の申立期間③の保険料は

納付済みとなっている。 

なお、申立期間③の国民年金保険料の納期限は、昭和 51年 10月末日である

ところ、この時点で、申立人はその元妻と既に離婚している。 

これらのことから、申立人の元妻との離婚後の申立人の国民年金保険料の納

付を担っていたと考えられる申立人の母親が、短期間である申立期間③の保険

料のみ未納のまま放置していたとは考え難い。 

このほか、申立人は、昭和 52 年７月に現在の妻と結婚して以降は、申立人

の妻が夫婦二人分の国民年金保険料を一緒に納付していたと申し立てている

ところ、オンライン記録を見ると、申立人の妻に係る国民年金手帳記号番号が

払い出されてからの夫婦の納付状況は、おおむね一致している上、申立期間④

の申立人の妻の保険料は納付済みとなっている。 

このことから、申立人の国民年金保険料の納付を担っていた申立人の妻が、

自身の保険料納付のみを行い、短期間である申立人の申立期間④の保険料を未

納のまま放置していたとは考え難い。 

しかし、上記のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号は、昭和 51 年１月

31 日を国民年金被保険者資格の取得日として払い出されており、申立期間①

は国民年金の未加入期間であることから、制度上、当該期間の国民年金保険料

を納付することはできない。 

また、申立期間①の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

さらに、申立人は、国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付について

は、関与しておらず、それらを担っていたとする申立人の母親からも陳述を得



                      

  

ることはできず、申立期間①の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、

新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 51 年１月から同年３月までの期間、同年７月から同年９月までの期間及び

62年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5352 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 39年４月から 41年３月までの国民年金保

険料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正す

ることが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 18年生 

    住 所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年１月から 41年３月まで 

    時期は定かではないが、父が私の国民年金の加入手続をしてくれたと思う。 

    加入手続後の国民年金保険料は、父が、母及び私の分を合わせて納付して

おり、また、兄が国民年金に加入してからは、兄の分も納付していたと思う。

その後、両親が他界してからは、自分で納付するようになった。 

    時期は定かではないが、父から、母及び私の分の国民年金手帳を見せられ

たことがあり、その際、それぞれの手帳に領収書が２枚ずつ挟まっており、

貼っておくように言われた記憶が確かにある。しかし、母の分は貼ったもの

の、自分の分は貼るのを忘れてしまい、紛失してしまった。 

    申立期間の国民年金保険料については、父が母の分と同様に私の分につい

ても何回かに分けて郵便局で過去に遡ってまとめて納付したと思う。 

    母も兄も国民年金被保険者資格を取得した時から国民年金保険料が納付

済みとなっており、私の分だけ父が納付していないとは考えられない。 

    申立期間の国民年金保険料が未納となっていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 41年 12月 27日に母子連番で払い出されており、こ

の手帳記号番号の払出時期からみて、申立期間のうち、39年４月から 41年３

月までの国民年金保険料を過年度納付することは可能である。 

   また、オンライン記録を見ると、申立人及びその母親は、国民年金手帳記号

番号の払出以降、父親の存命中における国民年金保険料の未納は無く、家族の

保険料納付を担っていたとする申立人の父親の納付意識の高さがうかがえる。 



                      

  

   さらに、申立人は、その父親が、申立人の母親と申立人の国民年金の加入手

続を行ってくれ、申立期間の国民年金保険料については、父親が納付書により

二人分を何回かに分けて納付したと陳述している。 

   そこで、申立人が所持する申立人及びその母親に係る国民年金保険料領収証

書及び国民年金手帳を見ると、申立人の母親は、自身の保険料について、昭和

41年７月 12日及び 42年３月 18日の２回に分けて、40年４月から 41年３月

までの期間及び39年４月から40年３月までの期間についてそれぞれ過年度納

付し、また、申立人及びその母親は、申立期間直後の 41 年４月から 46 年 12

月までの保険料について、いずれも同一日に納付していることも確認できる。 

   加えて、申立人及びその母親の国民年金手帳記載の発行日は、いずれも昭和

41 年６月１日となっていることから、当時、Ａ市が実施していた国民年金未

加入者に対する適用特別対策事業として、職権で払い出されたものと考えられ

るところ、同市では手帳払出しの際に、２枚の納付書を送付するとともに、過

去２年分は遡って納付できる旨を周知していたことが当時の広報資料により

確認できる。 

   このほか、申立人は、その兄の国民年金保険料の納付についても申立人の父

親が担っていたと陳述しているところ、申立人の兄に係る国民年金手帳記号番

号払出簿等を見ると、兄の国民年金手帳記号番号は、Ａ市Ｂ区において、昭和

40 年７月１日を国民年金被保険者資格の取得日として 42 年２月 16 日に払い

出されており、また、手帳記号番号の払出時の同年２月 18日に 40年７月まで

遡って過年度納付していることが、申立人所持の領収証書等により確認できる。 

   これらのことを踏まえると、当時における家族の国民年金保険料の納付を担

っていた納付意識の高い申立人の父親が、申立人の母親及び兄と同様に過年度

納付が可能な期間の保険料について、申立人の分のみ未納のまま放置したとは

考え難い。 

   一方、申立人は、その父親が申立人の母親の分と同様に申立人の分について

も国民年金被保険者資格の取得時まで遡って納付したと陳述しているところ、

申立人が所持する領収証書を見ると、申立人の母親は、第１回特例納付実施期

間中の昭和 46年 12月６日に、一括して自身の 36年４月から 39年３月までの

国民年金保険料について特例納付し、46 年１月から同年３月までの保険料に

ついて過年度納付していることが確認できる。 

   しかし、申立人については、その母親と同日の昭和 46年 12月６日に同年１

月から同年３月までの国民年金保険料について過年度納付していることが、申

立人所持の領収証書により確認できるものの、特例納付に関する事跡は無い。 

   また、申立期間のうち、昭和 38年１月から 39年３月までの国民年金保険料

を特例納付するには、上記とは別の納付書・領収証書が必要となるところ、申

立人は、46 年頃に申立人の父親から当該期間の領収証書を受け取ったと主張

するのみで、納付時期及び納付金額等特例納付に関する記憶は明確ではない。 



                      

  

   さらに、申立人の母親に係る特例納付記録が確認できる昭和 46年 12月６日

時点において、申立人は、既に家業の手伝いを離れ、厚生年金保険適用事業所

に勤務していることも確認できることから、この当時において、申立人の父親

が、申立人の分まで特例納付を行ったとは考え難い。 

   加えて、申立期間のうち、昭和 38年１月から 39年３月までの国民年金保険

料を納付することが可能な別の国民年金手帳記号番号の払出しについて、オン

ライン記録により各種の氏名検索を行ったほか、当時の住所地における国民年

金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、申立人に別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

   このほか、申立人は、申立期間のうち、昭和 38年１月から 39年３月までの

国民年金保険料の納付には直接関与しておらず、保険料納付を担っていたとす

る申立人の父親は既に他界しているため、申立人から当該期間の保険料納付を

めぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできな

かった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和39年４月から41年３月までの国民年金保険料を納付していたものと認めら

れる。 

 



大阪厚生年金 事案 9748 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 34 年９月 12 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を１万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和４年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 34年９月 12日から同年 10月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、同

社Ｃ本社から同社Ｂ支店へ異動した時期であり、継続して同社に勤務してい

たので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社本社の人事担当者の陳述及び申立人の陳述から判断す

ると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 34年９月 12日にＡ社

Ｃ本社から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 34年 10月の社会保険事務所（当時）の記録から、１万 8,000円とすること

が妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、Ａ社は、申立期間当時の資料は保存しておらず不明であるとしており、

このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らか

でないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9749 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本

文の規定により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされ

ているが、申立人は、申立期間の標準賞与額に係る厚生年金保険料を事業主に

より賞与から控除されていたことが認められることから，当該記録を取り消し、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、申

立人の申立期間の標準賞与額に係る記録を、平成 17年 12月 26日は 47万円、

18年６月 26日は 37万円、同年 12月 26日は 47万円に訂正することが必要で

ある。    

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：   

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 17年 12月 26日 

             ② 平成 18年６月 26日 

             ③ 平成 18年 12月 26日 

    ねんきん定期便により、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の賞与の記

録が無いことが分かった。申立期間について、賞与の支払と保険料の控除が

確認できる賞与支払明細書を提出するので、賞与の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与支払明細書及びＡ社保管の賃金台帳から、申立人は、平成

17 年 12 月 26 日は 47 万円、18 年６月 26 日は 37 万円、同年 12 月 26 日は 47

万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除され

ていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当該

保険料を徴収する権利が時効により消滅した後に、事業主が申立期間当時に事

務手続を誤ったとして訂正の届出を行っていることから、社会保険事務所（当

時）は、申立人に係る平成 17年 12月 26日、18年６月 26日及び同年 12月 26

日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、

当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9750 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を平成９年４月から同年６月までは 30 万円、同年７月から同年９月

までは 53万円、同年 10月から 10年２月までは 59万円に訂正することが必要

である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成９年４月１日から 10年３月 14日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が同社を退職後に引き下げられている

ことが分かった。 

    申立期間の標準報酬月額を引下げ前の金額に訂正してほしい。 

     

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初、申立

人が主張する平成９年４月から同年６月までは 30 万円、同年７月から同年９

月までは 53万円、同年 10月から 10年２月までは 59万円と記録されていたと

ころ、申立人が被保険者資格を喪失した日（平成 10年３月 14日）及びＡ社が

厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日（平成 10年３月 31日）より後の

同年９月４日付けで、９年４月１日に遡って引き下げられている。 

また、オンライン記録によれば、Ａ社の被保険者全員について、申立人と同

様に同社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなった日以降に標準報酬月額

の遡及訂正が行われていることが確認できる。 

さらに、商業登記の記録によれば、申立人はＡ社の役員ではなく、申立人は、

「Ａ社Ｂ支社のＣ部門に所属していた。」としているところ、同僚の一人も申

立人について同内容の陳述をしている。 

これらを総合的に判断すると、申立人の申立期間に係る標準報酬月額につい

て当該遡及訂正処理を行う合理的な理由は無く、標準報酬月額に係る有効な記

録訂正があったとは認められない。したがって、申立人の申立期間に係る標準

報酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成９年４月から同年

６月までは 30万円、同年７月から同年９月までは 53万円、同年 10月から 10

年２月までは 59万円と訂正することが必要と認められる。



大阪厚生年金 事案 9751 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る船員保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ組織における資格取得日に係る記録

を昭和 20年９月 26日に、資格喪失日に係る記録を 21年 10月１日に訂正し、

申立期間の標準報酬月額については、20 年９月から 21 年３月までは 100 円、

同年４月は 300円、同年５月及び同年６月は 510円、同年７月から同年９月ま

では 300円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の船員保険料を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正 14年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年９月 26日から 21年 10月１日まで 

    船員保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ組織

に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。高校

を卒業した翌日の昭和 20年９月 26日にＡ組織に入社し、申立期間は、予備

船員又はＢ社（現在は、Ｃ社）所有のＤ船の乗組員として勤務していた期間

であり、同社で継続して勤務していたことは間違いないので、船員保険被保

険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ社保管の船員保険被保険者票、海上保安庁の人事記録及び複数の同僚の陳

述から、申立人が、申立期間にＡ組織に勤務（予備船員又はＤ船に乗組）して

いたことが認められる。 

また、申立期間当時は、戦時海運管理令（昭和 17年３月 25日）に基づき設

置されたＡ組織が、一元的に船舶の管理・運営、船員の徴用等を行っていた時

期であり、昭和 20 年４月からは予備船員についても船員保険法改正に伴い強

制加入の被保険者とされていたところ、Ｃ社は、「申立期間当時、Ｄ船及び申

立人の予備船員期間についてはＡ組織が管理していた。また、船員保険料につ

いても全てＡ組織が一元的に管理していた。」と回答している。 



さらに、申立期間当時は、社会保険事務所がＡ組織に対し保険料の納入告知

を行っていたことから、同組織の管理下にあった船舶の所有者は同組織であり、

同組織の管理下にあった船舶の船員及び予備船員も国の管理下にあったもの

と考えられる。 

加えて、申立人は、申立期間直後の昭和 21年 10月１日からＥ社に入社する

25 年９月１日までの期間において、Ａ組織で船員保険の被保険者となってい

る（現在、当該期間の記録は、共済組合の記録に移管されている。）。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人は、申立期間について、Ａ組織における船員保険の被保険者として、船員

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ｃ社が保管する船員保険被保険

者票の記録及び申立人と同時期に入社した者等の標準報酬月額の記録から、昭

和 20年９月から 21年３月までは 100円、同年４月は 300円、同年５月及び同

年６月は510円、同年７月から同年９月までは300円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、当該事業所が既に適用事業所ではなくなっていることから回答が得られ

ず不明であるものの、仮に、事業主から申立人に係る被保険者資格取得届が提

出された場合には、その後、被保険者資格喪失届も提出する機会があったこと

となるが、いずれの機会においても社会保険事務所が当該届出を記録しないと

は考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の得喪に係る届出は行

われておらず、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る昭和 20 年９月か

ら 21 年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申

立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9752 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格喪

失日（昭和 41年７月 26日）に係る記録を同年８月５日に、Ｃ社（現在は、Ｂ

社）における資格喪失日（昭和 41 年９月 30日）に係る記録を同年 10 月３日

に、Ａ社における資格喪失日（昭和 42年１月 31日）に係る記録を同年２月１

日に、Ｃ社における資格喪失日（昭和 42年５月 31日）に係る記録を同年６月

１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、41 年７月は１万 6,000 円、同年

９月、42年１月及び同年５月は２万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る昭和 41 年７月の厚生年金保険料を納付する義

務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

また、事業主は、申立人に係る昭和 41年９月、42年１月及び同年５月の厚

生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 41年７月 26日から同年８月５日まで 

② 昭和 41年９月 30日から同年 10月３日まで 

③ 昭和 42年１月 31日から同年２月１日まで 

④ 昭和 42年５月 31日から同年６月１日まで 

ねんきん特別便により、Ａ社及びＣ社（両社の事業主は同一）に勤務した

期間のうち、申立期間の厚生年金保険加入記録が無いことが分かった。申立

期間は、Ａ社とグループ会社であるＣ社の間で異動した時期であり、両社に

継続して勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の元従業員の陳述及び厚生年金保険被保険者記録並びに雇用保険の記

録等から判断すると、申立人が申立期間もＡ社及びＣ社に継続して勤務し（昭

和 41 年８月５日にＡ社からＣ社に異動、同年 10 月３日に同社からＡ社に異



動、42 年２月１日に同社からＣ社に異動、同年６月１日に同社からＡ社に異

動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 41

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、同年７月は１万 6,000 円、Ｃ

社における同年８月の社会保険事務所の記録、Ａ社における同年 12月の社会

保険事務所の記録及びＣ社における 42 年４月の社会保険事務所の記録から、

41年９月、42年１月及び同年５月は２万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立人の昭和 41 年７月に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを

得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の喪失日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当

たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、事業主が申立人の昭和 41 年９月に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としているものの、厚生年金保険の記

録におけるＣ社での資格喪失日が雇用保険の記録における資格喪失日の翌日

となっており符合するところ、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が

誤って同じ資格喪失日と記録したとは考え難いことから、事業主が同年９月

30 日を資格喪失日として社会保険事務所に届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年９月の保険料について納入の告知を行っておらず（社

会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料

に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係

る当該期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、事業主が申立人の昭和 42 年１月に係る保険料を納付する義務を履行

したか否かについては、事業主は不明としているものの、事業主が資格喪失

日を同年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同年

１月 31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を資格喪

失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年１月の保

険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行

ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還

付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付する

義務を履行していないと認められる。 

さらに、事業主が申立人の昭和 42 年５月に係る保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、事業主は不明としているものの、事業主が資格喪

失日を同年６月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所がこれを同



年５月 31日と誤って記録することは考え難い上、厚生年金保険の記録におけ

るＣ社での資格喪失日が雇用保険の記録における資格喪失日の翌日となって

おり符合するところ、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤って同

じ資格喪失日と記録したとは考え難いことから、事業主が同年５月 31日を資

格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年５月

の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知

を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料

を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る当該期間の保険料を納付

する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9753 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社本社における資格取得日に係る記

録を昭和 62 年７月 27 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 14 万 2,000 円

とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 38年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 62年７月 27日から同年８月５日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間

は、同社Ｂ支社から同社本社Ｃ部門に異動した時期であり、同社に継続し

て勤務していたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社の人事記録及び事業主の陳述から判断すると、申立人

が申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 62年７月 27日にＡ社Ｂ支社から同

社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社本社における昭和

62 年８月の社会保険事務所(当時)の記録から、14 万 2,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人のＡ社本社での資格取得日を社会保険事務所に誤って届け出たと

していることから、事業主が昭和 62 年８月５日を資格取得日として届け、そ

の結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告

知を行っておらず、事業主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9754 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における資格取得日に係る

記録を昭和 46 年 11 月 26 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を５万 2,000

円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 46年 11月 26日から同年 12月１日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期間は、

同社Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動した時期であり、同社に継続して勤務して

いたので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録、Ａ社の人事記録及び同社の人事担当者の陳述から判断する

と、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し（昭和 46年 11 月 26日にＡ社

Ｃ支店から同社Ｂ支店に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 46年 12月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000円とすること

が妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金 事案 9755 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を４万 9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間に支給された賞与について、標準賞与額の記録が無い

ことが分かった。同社が届出を行っていなかったためであるので、申立期間

の標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の平成 19 年期末手当明細表により、申立人が申立期間に賞与の支

払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、平成 19 年期末手当明細表の保険

料控除額から、４万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 19年 12 月 25 日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 9756 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 24万 9,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 19年 12月 25日 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間に支給された賞与について、標準賞与額の記録が無い

ことが分かった。同社が届出を行っていなかったためであるので、申立期間

の標準賞与額を記録してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の平成 19 年期末手当明細表により、申立人が申立期間に賞与の支

払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、平成 19 年期末手当明細表の保険

料控除額から、24万 9,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 19年 12 月 25 日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行

っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



大阪厚生年金 事案 9757 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格取得日に係る記録を

昭和 41 年２月９日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、同年２月は１万

8,000 円、同年３月は１万 4,000 円、同年４月及び同年５月は１万 8,000 円、

同年６月は１万 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 41年２月から同年７月９日まで 

ねんきん特別便により、Ｂ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険加入記録が無いことが分かった。同社には昭和 41年２月に入社し、現

在も継続して勤務している。Ｂ社とＡ社は事業主が同一であったので、Ｂ

社が厚生年金保険の適用事業所となる前の同年７月から 45年８月までの期

間はＡ社において厚生年金保険被保険者となっている。 

申立期間の厚生年金保険料控除が確認できる給与支払明細書を提出する

ので、申立期間も厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の給与支払明細書及びＢ社提出の賃金台帳等から、申立人が昭

和 41 年２月９日から同社に継続して勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に

基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付

が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与支払明細書の保険



料控除額又は報酬月額から、昭和 41 年２月は１万 8,000 円、同年３月は１万

4,000円、同年４月及び同年５月は１万 8,000円、同年６月は１万 6,000円と

することが妥当である。 

なお、昭和 41年８月１日にＡ社において被保険者資格を取得している元従

業員で、現在はＢ社及びＡ社において経理を担当しているとする者は、「Ｂ社

が厚生年金保険の適用事業所となったのは昭和 45年９月 10日であるため、そ

れまでに入社した従業員は、Ａ社において厚生年金保険に加入した。」と陳述

していることから、申立人は申立期間もＡ社において被保険者であったと考え

るのが相当である。 

また、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は不明としているが、Ｂ社保管の厚生年金保険被保険者資格取得確認及び

標準報酬決定通知書における申立人の資格取得日は、社会保険事務所（当時）

の記録どおりの昭和 41 年７月９日となっていることから、事業主が同日を資

格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る同年２月か

ら同年６月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9758 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 20 年１月６日、資格喪失日は同年

８月 16 日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者の資

格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、30円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年１月６日から同年８月 16日まで 

    社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、「Ａ

社については、厚生年金保険加入記録が判明したが、資格喪失年月日が不明

のため、基礎年金番号に統合していない。」との回答をもらった。申立期間

は、Ｂ県に疎開しながら同県にあった同社の工場で正社員として勤務してい

たので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿（以下「書換え前の名簿」と

いう。）、申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）及びオンライン記

録を見ると、申立人と同姓同名で生年月日も一致し、基礎年金番号に未統合と

なっている被保険者記録（資格取得日は昭和 20 年１月６日であり、資格喪失

日の記載は無い。）が確認できる。 

また、申立人は、「Ａ社では、Ｃ業務を行っていた。」と陳述しているところ、

元従業員も同社の業態について同様の陳述をしている。 

これらを総合的に判断すると、上記未統合の被保険者記録は、申立人の厚生

年金保険被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は、

昭和 20年１月６日であると認められる。 

また、資格喪失日については、書換え前の名簿を見ると、同名簿において最

も遅い資格喪失日の記載は昭和 20 年６月３日であり、同名簿において申立人

を含む 10 人の資格喪失日が記載されていないこと及び書換え後のＡ社に係る

当該名簿における最も早い資格取得日の記載は 21 年４月１日であり、当該名



簿において、書換え前の名簿に資格喪失日の記載が無い 10 人のうち申立人を

含む３人の記録が確認できないことから、申立人の資格喪失日は、20 年６月

３日から 21年４月１日までの間であると考えられる。 

さらに、申立人は、「申立期間は、Ｂ県に疎開しながら同県にあったＡ社の

工場で勤務しており、その時に終戦を告げる玉音放送を聞いた。」と陳述して

おり、複数の元従業員に照会しても、終戦日である昭和 20年８月 15日より前

に同社が解散したとする陳述は無いことから、申立人は、少なくとも同年８月

15 日までは同社に勤務していたと推認でき、したがって、申立人の同社にお

ける資格喪失日は、同年８月 16日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、上記未統合の被保険者記録から、

30円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 9759 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されて

いたことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ支店における被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和 46年 10月 31日）及び資格取得日（昭

和 47年４月 10日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を５万 2,000円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 46年 10月 31日から 47年４月 10日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社Ｂ支店に勤

務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。申立期

間も、同社で正社員のＣ職として継続して勤務していたので、厚生年金保険

被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録では、Ａ社Ｂ支店において昭和 46 年 10月 23 日

に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、同年 10月 31日に資格を喪失後、47

年４月 10 日に同社において資格を再取得しており、申立期間の被保険者記録

が無い。 

しかし、雇用保険の記録及び複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間もＡ

社Ｂ支店に継続して勤務していたことが認められる。 

また、申立人は、「申立期間当時も業務内容及び勤務形態に変更は無かった。」

と陳述しており、申立人と同じＣ職として勤務していたとする複数の同僚も、

申立人について同様の陳述をしている。 

さらに、申立人と同職種であったとする同僚７人のうち５人の被保険者記録

は、これら５人が記憶する勤務期間と一致している上、申立期間当時、Ａ社Ｂ

支店を一旦退職し、その後復職したとする元従業員１人を除く４人は、いずれ



も申立期間において被保険者記録が継続していることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ支店における昭

和 46年 10月及び 47年４月の社会保険事務所（当時）の記録から、５万 2,000

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明としているものの、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届及

び取得届が提出されていないにもかかわらず、社会保険事務所がこれを記録す

ることは考え難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの資格の喪

失及び取得の届出を行っており、その結果、社会保険事務所は、申立人に係る

昭和 46 年 11 月から 47 年３月までの保険料について納入の告知を行っておら

ず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に

係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9760 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は 21

年５月４日であると認められることから、申立人の厚生年金保険被保険者の資

格取得日及び資格喪失日に係る記録を訂正することが必要である。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、90円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正５年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 19年６月１日から 21年５月４日まで 

ねんきん特別便により、申立期間の厚生年金保険加入記録が無いことが分

かった。申立期間は、軍隊に召集されていた期間を除きＡ社に勤務していた

ので、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社で勤務していたと申し立てているところ、申立人

提出の厚生年金保険被保険者証及び厚生年金保険被保険者台帳索引票を見る

と、事業所名は不明であるものの、申立人が昭和 19 年６月１日に被保険者資

格を取得していることが確認できる。 

また、申立人提出のＡ社に係る株券により、同社が昭和 17 年に成立し、事

業主は申立人の父であったことが確認でき、申立人は、軍隊に召集されるまで

の期間における同社の業務内容についても具体的に陳述している。 

さらに、Ｂ県提出の申立人に係る兵籍簿により、申立人は昭和 20年３月 18

日に軍隊に召集され、21年５月４日に復員したことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭和 19 年６月

１日から 20 年３月 18日までの期間についてＡ社で勤務し、同年３月 18 日か

ら 21年５月４日までの期間は軍隊に召集されていたことが認められる。 

一方、過去の厚生年金保険の適用事業所名を記録した資料を見ると、Ａ社が

適用事業所であったことが確認できるものの、適用事業所であった期間は記載

されておらず、日本年金機構Ｃ事務センターは、「Ａ社が適用事業所であった

期間は不明であり、同社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿も見当たら



ない。」としている。 

また、前述の申立人に係る厚生年金保険被保険者証及び厚生年金保険被保険

者台帳索引票に記載されている被保険者台帳記号番号について、当該記号番号

に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、申立人とは別の者が記

録されており、Ａ社に係る社会保険事務所（当時）の記録管理が適正に行われ

ていなかったことがうかがえる。 

さらに、申立人は、「Ａ社は、私が復員した時にはまだ事業活動を行ってい

た。同社は６人の個人事業主が集まって設立され、この６人は、同社が解散し

た後も父が設立したＤ社という事業所で引き続き勤務した。」旨陳述している

ところ、Ｄ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、これら６人

は同社が厚生年金保険の適用事業所となった昭和 23 年４月１日に被保険者資

格を取得していることが確認できる。したがって、Ａ社は、申立期間において

従業員が５人以上存在し、事業活動を継続していたことがうかがえ、当時の厚

生年金保険法に定める適用事業所の要件を満たしていたものと考えられるこ

とを踏まえて判断すると、申立人は、復員時まで被保険者としての資格を有し

ていたと認められる。 

加えて、当時の厚生年金保険法第 59 条の２では、昭和 19 年 10 月１日から

22 年５月２日までに被保険者が陸海軍に徴集又は召集された期間については、

その厚生年金保険料を被保険者及び事業主共に全額を免除し、被保険者期間と

して算入する旨規定されている。したがって、申立人が軍隊に召集されていた

期間については、仮に被保険者としての届出が行われておらず、厚生年金保険

法第 75条の規定による、時効によって消滅した保険料に係る期間であっても、

年金額の計算の基礎となる被保険者期間とすべきであると考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者

の資格取得日は昭和 19 年 10 月１日、資格喪失日は申立人の復員日である 21

年５月４日であると認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社と同業種の事業所の被保険

者で、申立人と同年代の者の被保険者記録から判断して、90 円とすることが

妥当である。 

一方、申立期間のうち、昭和 19年６月１日から同年 10月１日までの期間に

ついて、前述の厚生年金保険被保険者証及び厚生年金保険被保険者台帳索引票

において、申立人が同年６月１日に被保険者資格を取得していることが確認で

きるものの、同年６月１日から同年 10 月１日までの期間については、保険料

の徴収が行われない厚生年金保険制度発足時の準備期間に当たるため、当該期

間は、制度上、保険給付の計算の基礎とならない。したがって、申立人は、当

該期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを

認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9761 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 31 年４月２日に訂正し、申立期間の標準報酬月

額を 9,000円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

  申 立 期 間 ： 昭和 31年４月２日から同年５月１日まで 

    ねんきん特別便により、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金

保険加入記録が無いことが分かった。高校卒業後、昭和 31 年４月にＡ社に

就職し、申立期間は、ほかの新入社員と共に、入社時の講習を受けた時期で

ある。その後、同年５月１日付けで同社Ｃ支店に配属となった。 

    申立期間もＡ社に勤務していたのは間違いないので、厚生年金保険被保険

者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社の人事記録及び雇用保険の記録等から、申立人が申立期間もＡ社Ｃ支店

に継続して勤務していたことが確認できる。 

また、Ｂ社の人事担当者は、「当時の資料が無く詳細は不明だが、事務過誤

により申立人の資格取得の届出が遅れたのではないか。講習中でも給与は支払

われていたはずであり、厚生年金保険料も控除されていたと考えられる。」と

回答している。 

さらに、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、昭

和 31年４月の資格取得者はいないが、30年４月は３人、32年４月は４人の資

格取得者があり、このうち照会に回答の有った２人（昭和 30 年４月に資格取

得者１人、32 年４月に資格取得者１人）は、いずれも、「入社時の４月に研

修があり、その後５月１日から同社Ｃ支店に配属となった。」と陳述している。 



これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 31 年５月の社会保険事務所（当時）の記録から、9,000 円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格取得に係る届出に誤りがあったとしていることから、事業

主が昭和 31 年５月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年４月の保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、申立人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 



大阪厚生年金 事案 9762 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）における資格取

得日に係る記録を昭和 55 年４月 16 日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を

22万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：   

生 年 月 日 ： 昭和６年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 55年４月 16日から同年 10月 13日まで 

    私は、昭和 55年４月 16日から平成２年７月 21日まで、Ａ社に正社員と

して勤務していた。 

しかし、厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会

したところ、Ａ社での厚生年金保険の被保険者資格の取得日が昭和 55年 10

月 13日との回答を受けたが、同社発行の在籍証明書及び自身が所持する資

料により、申立期間も同社に勤務していたことが確認できるので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社発行の在籍証明書、申立人が所持する「Ｃ講習受講証」及び申立期間当

時の写真並びに複数の同僚の陳述から判断すると、申立人は、申立期間におい

て同社に勤務していたことが推認できる。 

また、Ｂ社は、「当時、全ての従業員を入社と同時に厚生年金保険に加入さ

せたはずであり、申立人を厚生年金保険に加入させない特段の事情はなかった

と思う。」と回答している上、複数の同僚から、「申立人は、入社当初から管理

的立場で勤務していたので、申立期間の給与からも厚生年金保険料が源泉控除

されていたように思う。」旨陳述している。 

さらに、申立人が記憶する同僚二人は、「Ａ社は、試用期間及び見習期間を

設けていない。」旨陳述している上、オンライン記録において、申立期間を含



む前後２年間にＡ社で厚生年金保険被保険者資格を取得している複数の者に

照会を行ったところ、試用期間があったことをうかがわせる回答は得られなか

った。 

これらを含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたものと認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 55

年 10月の社会保険事務所の記録から、22万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行について

は、事業主は、保険料を納付したか否かについては不明としているものの、社

会保険事務所の記録におけるＡ社の資格取得日が雇用保険の記録における資

格取得日と同日となっており、社会保険事務所及び公共職業安定所の双方が誤

って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことから、事業主が昭和 55年 10

月 13 日を資格取得日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る同年４月から同年９月までの保険料について納入の告知を行っておらず、事

業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9763 

 

第１ 委員会の結論 

事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立人のＡ社における標準

報酬月額に係る記録を、昭和 63年 11月から平成元年 11月までは 47万円、同

年 12月から４年９月までは 53万円、同年 10月から５年１月までは 15万円に

訂正し、また、Ｂ社における標準報酬月額に係る記録を、同年２月及び同年３

月は 53万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 63年 11月１日から平成５年２月１日まで 

             ② 平成５年２月１日から同年４月１日まで 

    申立期間①について、Ａ社に勤務していた期間のうち、昭和 63年 11月１

日から平成５年２月１日までの標準報酬月額が、実際の報酬支給額に比べて

低く記録されている。 

    当時の報酬支給額及び保険料控除額を確認できる資料は所持していない

が、申立期間当時、私はＣ業務を統括する常務取締役の職に就いていたので、

給与支給額が月 10万円程度であったということはあり得ない。 

    申立期間②について、Ａ社の関連会社であるＢ社の設立に伴って、同社取

締役に就任したが、業務内容はそれまでと同じであった。同社における標準

報酬月額も実際の報酬支給額と比べて低く記録されている。 

    申立期間①及び②に係る標準報酬月額を実際の報酬支給額に応じた金額

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立期間のうち、平成２年４月から４年９月までの期

間に係る申立人の標準報酬月額は、オンライン記録によると、当初、53 万円

と記録されていたところ、同年５月 27日付けで、２年４月１日に遡及して 15

万円に減額訂正されていることが確認できる。 

また、上記訂正後の期間を含めた昭和 63年 11月から平成５年１月までの期



間に係る申立人の標準報酬月額は、オンライン記録によると、昭和 63 年 11

月から平成元年 11月までは 47万円、同年 12月から２年３月までは 53万円、

同年４月から５年１月までは 15 万円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年

金保険の適用事業所ではなくなった同年２月１日（申立人は同日付けで厚生年

金保険被保険者資格を喪失。）よりも後の同年９月１日付けで、再度、昭和 63

年 11 月１日に遡及して９万 8,000 円に減額訂正されているなどの不自然な処

理が行われている。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同様に平成４年５月 27 日及び

５年９月１日付けで、当時の代表取締役及び取締役の標準報酬月額も、昭和

63年 11月１日に遡及して減額訂正されている。 

なお、Ａ社に係る商業登記簿を見ると、申立人は同社設立時の昭和 61 年９

月 19日から平成２年 12月 31日までの期間において、同社取締役に就任して

いたことが確認できるところ、申立人は、「Ａ社では、Ｃ業務を統括する常務

取締役であったが、財務及び社会保険事務は同社のグループ会社であるＢ社に

所属していた同社総務部長が担当していたので、私は全く関与しておらず、ま

た、関与できる立場でもなかった。」旨を陳述しているところ、複数の同僚か

らは、「申立人は、Ｃ業務を担当する常務取締役であったので、給与計算及び

社会保険事務には関与していなかった。」旨の符合する陳述が得られた。 

また、申立人は、「当時、Ａ社は、報酬も未払となるなど、資金繰りが悪化

していた。」と陳述していることから判断すると、Ａ社は申立期間当時、社会

保険料を滞納していたことがうかがえる。 

これらを総合的に判断すると、昭和 63年 11月１日及び平成２年４月１日に

遡及して申立人に係る標準報酬月額の減額処理を行う合理的理由はなく、当該

減額処理に係る有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に

係る標準報酬月額は、社会保険事務所の当初の記録から、昭和 63年 11月から

平成元年 11 月までは 47 万円、同年 12 月から４年９月までは 53 万円、同年

10月から５年１月までは 15万円に訂正することが必要である。 

申立期間②について、オンライン記録によると、申立人のＢ社における申立

期間に係る標準報酬月額は、当初 53 万円と記録されていたところ、申立人が

退職により厚生年金保険被保険者資格を喪失した平成５年４月１日から５か

月後の同年９月１日（Ｂ社が厚生年金保険の適用事業所に該当しなくなった

日）付けで、同年２月１日に遡及して９万 8,000円に減額訂正されていること

が確認できる。 

また、当該遡及訂正処理は、Ｂ社の関連会社であるＡ社における申立期間①

に係る２回目の減額訂正処理日と同日の平成５年９月１日付けで行われてい

ることが確認できる。 

さらに、オンライン記録によると、申立人と同日の平成５年９月１日付けで、

当時の役員及び従業員の合わせて 12 人の標準報酬月額がいずれも遡及して減



額訂正されていることが確認できる。 

なお、Ｂ社に係る商業登記簿によると、申立人は同社設立の平成元年２月

28 日以降、申立期間も同社取締役であったことが確認できるところ、申立人

は、「Ｂ社での役職は、Ｃ業務を統括する取締役であったが、財務及び社会保

険事務は総務部長が担当していたので、私は関与しておらず、また、関与でき

る立場でもなかった。」旨陳述しているところ、複数の同僚からは、「申立人は、

Ｃ業務を担当する取締役であったので、給与計算及び社会保険に関与していな

かった。」旨の符合する陳述が得られた。 

これらを総合的に判断すると、平成５年２月１日に遡及して申立人に係る標

準報酬月額の減額処理を行う合理的理由はなく、当該減額処理に係る有効な記

録訂正があったとは認められず、申立人の同年２月及び同年３月の標準報酬月

額は、社会保険事務所の当初の記録から、53 万円に訂正することが必要であ

る。 



大阪厚生年金 事案 9764 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社Ｂ事業所における資格喪失日に係

る記録を昭和 59年４月１日に訂正し、申立期間の標準報酬月額を 26万円とす

ることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年３月 31日から同年４月１日まで 

    私は、昭和 50 年６月１日から現在に至るまで、Ａ社が経営する事業所で

Ｃ職として勤務している。 

    しかしながら、年金事務所に厚生年金保険の加入期間を確認したところ、

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間を厚生年金保険の被

保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社提出の在職証明書及び事業主の陳述から判断すると、申立人が申立期間

も同社Ｂ事業所に継続して勤務し（昭和 59 年４月１日にＡ社Ｂ事業所から同

社Ｄ事業所に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｂ事業所における

昭和 59年２月の社会保険事務所(当時)の記録から、26万円とすることが妥当

である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立人の資格喪失日を誤って届け出たことを認めていることから、事業

主が資格喪失日を昭和 59年３月 31日として届け、その結果、社会保険事務所

は、申立人に係る同年３月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会

保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充

当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立

期間の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9765 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 20万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

    住    所 ：  

   

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 13年７月１日から同年 11月 13日まで 

ねんきん定期便を見たところ、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の標

準報酬月額が、実際の給与額より低額であることが分かった。申立期間の給

与明細書を提出するので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初 20 万

円と記録されていたところ、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

た日（平成 13 年 11 月 13 日。以下「全喪日」という。）より後の平成 13 年

11 月 28 日付けで、同年７月１日に遡って 15 万円に引き下げられていること

が確認できる。 

しかし、申立人が所持する申立期間の給与明細書を見ると、訂正前の標準報

酬月額である 20万円に基づく厚生年金保険料が控除されていることが確認で

きる。 

また、オンライン記録によると、当該事業所の全喪日と同日に被保険者資格

を喪失している申立人以外の被保険者４人についても、申立人と同様に、標

準報酬月額が引き下げられていることが確認できる。 

さらに、当該事業所を実質的に経営していた者は、「詳細には覚えていない

が、申立期間当時は経営状態の悪化により、厚生年金保険料を滞納していた。」

旨陳述している。 

加えて、申立人は、「私はＢ業務に従事しており、社会保険事務及び経営に

は関与していなかった。」としているところ、前述の実質的な経営者は、「経

営は全て私が行っていた。申立人及び他の従業員は全く経営にかかわってい



ない。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 13 年 11 月 28日付けで行われた遡及訂

正処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について同年７月１日に遡

って標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由は無いことから、当該減額

処理は有効な記録訂正であったとは認められない。したがって、申立人の申

立期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け

出た 20万円に訂正することが必要である。 



大阪厚生年金 事案 9766 

  

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、当該期間のうち、

平成７年５月から８年７月までの期間は 36 万円に訂正することが必要である。 

また、申立期間のうち、平成 15年 12月に支給された賞与に係る記録につい

ては、支給日を同年 12月１日、標準賞与額を 24万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主が申立人に係る当該期間の標準報酬月額及び標準賞与額に基

づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除

く。）を納付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 43年９月１日から平成６年３月 26日まで 

         ② 平成７年３月１日から 16年 10月 14日まで 

         ③ 平成７年７月（賞与） 

         ④ 平成８年１月（賞与） 

         ⑤ 平成８年 12月（賞与） 

         ⑥ 平成９年７月（賞与） 

         ⑦ 平成９年 12月（賞与） 

         ⑧ 平成 10年７月（賞与） 

         ⑨ 平成 10年 12月（賞与） 

         ⑩ 平成 11年７月（賞与） 

         ⑪ 平成 11年 12月（賞与） 

         ⑫ 平成 12年７月（賞与） 

         ⑬ 平成 14年７月（賞与） 

         ⑭ 平成 15年７月（賞与） 

         ⑮ 平成 15年 12月（賞与） 

厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所(当時)に照会したところ、Ａ

社（現在は、Ｂ社）で勤務した申立期間①及びＣ社で勤務した申立期間②



の標準報酬月額が、実際の給与支払額より低く記録されていることが分か

った。また、同社での勤務時に受け取った賞与（申立期間③から⑮まで）

の記録が無いことも分かった。 

Ａ社の給与明細書は処分してしまったが、Ｃ社の給与明細書及び賞与明

細書については所持しており提出するので、申立期間①及び②の標準報酬

月額並びに申立期間③から⑮までの標準賞与額について、記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間①及び②について、標準報酬月額の相違について申し立

てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

（以下「特例法」という。）に基づき、標準報酬月額を改定又は決定し、これ

に基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していた

と認められる保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月

額の範囲内であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認

定することとなる。 

したがって、申立期間②の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細

書から確認できる保険料控除額及び報酬月額から、当該期間のうち、平成７年

５月から同年８月までの期間、同年 12 月から８年５月までの期間及び同年７

月は 36万円とすることが妥当である。 

また、申立期間②のうち、平成７年９月から同年 11 月までの期間及び８年

６月の標準報酬月額については、給与明細書等の提出が無いため保険料控除額

及び報酬月額を確認できないが、前後の期間の給与明細書で確認できる保険料

控除額及び報酬月額から判断して、36万円とすることが妥当である。 

さらに、申立期間⑮については、申立人提出の賞与明細書から、申立人は、

24 万円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除さ

れていたことが認められる。 

なお、申立期間⑮の平成 15年 12月に係る賞与の支給日については、賞与明

細書に記録が無く、申立人及び元事業主は不明としており、申立期間当時の元

従業員に照会しても回答が得られないことから、便宜上、同年 12 月１日とす

ることが妥当である。 

一方、申立人の当該期間に係る厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基

づく保険料を除く。）の事業主による納付義務の履行については、Ｃ社は平成

17 年に破産終結となっている上、元事業主は当時の関連資料が無いため不明

としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらないこと

から、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額及び標準賞与額に係る届出を社会保険事務所



に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が

見当たらないことから、行ったとは認められない。 

一方、申立期間②のうち、平成７年３月、同年４月、８年８月から９年６月

までの期間、同年 10月から 11年１月までの期間、同年３月から同年７月まで

の期間、同年９月から 12年７月までの期間、同年９月、13年２月から同年４

月までの期間及び同年７月から 16 年９月までの期間の標準報酬月額について

は、給与明細書により確認できる保険料控除額及び報酬月額に基づく標準報酬

月額の低い方の額は、オンライン記録の標準報酬月額に比べて同額又は低額で

あることから、当該期間は特例法による保険給付の対象には当たらないため、

あっせんは行わない。 

また、申立期間②のうち、平成９年７月から同年９月までの期間、11 年２

月、同年８月、12 年８月、同年 10 月から 13 年１月までの期間、同年５月及

び同年６月については、保険料控除額及び報酬月額の双方を確認できる給与明

細書の提出が無いため、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料控除は

確認できず、前後の期間の給与明細書で確認できる保険料控除額等から当該期

間の標準報酬月額を推測しても、オンライン記録の標準報酬月額に比べて同額

又は低額である。 

このほか、申立ての事実を確認できる関連資料及び周辺事情も見当たらない

ことから、当該期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできな

い。 

申立期間①については、申立人から給与明細書の提出が無い上、申立期間当

時の事業主は既に亡くなっており、Ｂ社も当時の関連資料を保管していないこ

とから、申立人の主張する標準報酬月額に基づく保険料控除が有ったかどうか

は確認できない。 

また、雇用保険の記録により確認できる、申立人のＡ社離職時の賃金日額か

ら換算した離職前６か月における各月の賃金総支給額は約 32 万円であり、同

時期におけるオンライン記録の標準報酬月額（38万円）より低額である。 

さらに、申立人は、当時の給与総支給額について、「退職の少し前まで公務

員の平均給与額に若干届かないぐらいの額であり、退職直前にそれを上回っ

た。」と陳述しているところ、人事院の調査による国家公務員の平均給与額と

申立人の標準報酬月額を比較すると、昭和 43年の資格取得時から 54年９月ま

では申立人の標準報酬月額が国家公務員の平均給与月額を下回っているもの

の、同年 10 月以降、平成６年の資格喪失時までの期間については、申立人の

標準報酬月額が当該平均給与月額を上回っていることが確認でき、申立人の陳

述と符合しない。 

このほか、申立人が申立期間①において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる



関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間①について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

申立期間のうち、申立期間⑬及び⑭については、申立人提出の賞与明細書に

より、当該賞与からは厚生年金保険料が事業主により控除されていないことが

確認できる。 

また、申立期間③から⑫までについては、申立人提出の賞与明細書により、

各賞与から厚生年金保険料が事業主により控除されていることが確認できる

ものの、標準賞与額を算定の上、年金給付額に反映させる総報酬制が導入され

たのは平成 15年４月１日からであり、当該期間において控除された保険料（特

別保険料）は、年金給付額に反映されない。 

なお、制度上、年３回以下支給される賞与については、標準報酬月額の算定

対象とはされないところ、申立期間当時のＣ社の事業主の回答により、当時、

同社における賞与等の支給回数は年間３回以下であったものと推認されるこ

とから、申立期間において申立人に支給された賞与については、標準報酬月額

の算定対象ではなかったものと考えられる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間③から⑭までについて、申立人に係

る標準賞与額の記録を訂正することはできない。 



大阪厚生年金 事案 9767 

 

第１ 委員会の結論 

   事業主が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額は、申立人が主張

する標準報酬月額であったと認められることから、申立期間の標準報酬月額に

係る記録を 36万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住    所 ：  

        

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成８年３月１日から 10年９月１日まで 

年金事務所の記録では、Ａ社で勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬

月額が 26 万円となっているが、申立期間についても給与手取額に変化は無

かったので、申立期間の標準報酬月額を 36万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人の申立期間の標準報酬月額は、当初 36 万

円と記録されていたところ、平成 10年５月６日付けで、８年３月１日に遡っ

て 26万円に引き下げられていることが確認できる。 

しかし、雇用保険の記録では、申立人のＡ社離職時(平成 10 年８月 31 日)

前６か月における平均の賃金日額は１万 2,000円（月額換算 36万円）であり、

前述の訂正前の厚生年金保険の標準報酬月額と一致することが確認できる。 

また、オンライン記録によると、Ａ社においては、一人が申立人と同じ平成

10年５月６日付けで、二人が同年４月３日付けで、それぞれ標準報酬月額を、

申立人と同様に、８年３月１日に遡って引き下げられていることが確認でき

る。 

さらに、商業登記の記録から、申立人はＡ社の役員ではなかったことが確認

できるところ、申立人は、「自分は、Ｂ業務などを行っていた。」としており、

元同僚も「社会保険事務を担当していたのは申立人ではなかった。」と陳述

している。 

加えて、前述の元同僚及び申立人は、「申立期間当時、会社の経営状態は悪

かった。」と陳述している。 

これらを総合的に判断すると、平成 10 年５月６日付けで行われた遡及訂正



処理は事実に即したものとは考え難く、申立人について８年３月１日に遡っ

て標準報酬月額の減額処理を行う合理的な理由はないことから、当該減額処

理は有効な記録訂正であったとは認められない。したがって、申立人の申立

期間に係る標準報酬月額については、事業主が社会保険事務所に当初届け出

た 36万円に訂正することが必要である。 



大阪厚生年金 事案 9768 

 

第１ 委員会の結論 

申立人のＡ社における厚生年金保険被保険者の資格取得日は昭和 20 年５

月５日、資格喪失日は同年７月１日であると認められることから、申立人に

係る被保険者資格の取得日及び喪失日に係る記録を訂正することが必要で

ある。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、40円とすることが妥当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 20年５月５日から同年７月１日まで 

    私は、昭和 20年５月５日から同年６月 30日までの期間、Ｂ市のＡ社に

勤務していたが、社会保険事務所（当時）に厚生年金保険の加入記録を照

会したところ、同年５月５日に厚生年金保険の被保険者資格は取得してい

るものの、資格喪失日が不明であるため、年金額には反映できない旨の回

答を受けた。納得できないので、申立期間を被保険者期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、「Ａ社の所在地であったＢ市が、昭和 20年６月下旬に被災した

後、しばらくしてから同社を退職した。」と陳述しているところ、その陳述

は鮮明かつ具体性があり、申立人が主張する厚生年金保険の資格喪失日とお

おむね符合することから、申立人が昭和 20年６月 30日まで同社に勤務して

いたことが認められる。 

一方、厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の記録により、申立人と氏名

が一致するＡ社における厚生年金保険の被保険者記録が確認できる。 

また、上記旧台帳の記録においては、昭和 20 年５月５日に厚生年金保険

の被保険者資格を取得していることは確認できるものの、資格喪失日に係る

記録は無い。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿には、申立人と氏

名が一致する者の加入記録が無いことから、申立期間における社会保険事務



所の記録の管理が適切に行われていたとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、上記旧台帳の記録は、申立人の厚生年金保

険被保険者記録であると認められ、申立人のＡ社における資格取得日は昭和

20年５月５日、資格喪失日は同年７月１日であると認められる。 

なお、申立期間の標準報酬月額については、申立人に係る上記旧台帳の記

録から、40円とすることが妥当である。 



大阪厚生年金 事案 9769 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間のうち、昭和 36年７月 31日から同年８月１日までの

期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが

認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を同年８

月１日に訂正し、同年７月の標準報酬月額を２万 6,000円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 36年７月 31日から同年８月１日まで 

                      ② 昭和 36年 11月 16日から 37年９月１日まで 

             ③ 昭和 37年 12月 31日から 38年１月 10日まで 

私は、昭和 34年８月１日にＡ社に入社し、38年７月 26日に退職するま

で、同社及び同社の関連会社であるＢ社でＣ業務に従事していた。 

しかし、申立期間①、②及び③については、厚生年金保険の加入記録が

無い。納得できないので、調査の上、被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、Ａ社の関連会社であるＢ社からＡ社に転籍している

同僚二人は、いずれも昭和 36 年８月１日にＢ社で厚生年金保険の被保険者

資格を喪失し、同日にＡ社で資格を取得しており、被保険者記録が継続して

いることから判断すると、申立人が申立期間も同社に継続して勤務し(昭和

36 年８月１日にＡ社からＢ社に転籍)、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における昭和 36

年６月の社会保険事務所（当時）の記録から、２万 6,000円とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、当



該事業所が厚生年金保険の適用事業所ではなくなっているため不明である

ものの、事業主が資格喪失日を昭和 36 年８月１日と届け出たにもかかわら

ず、社会保険事務所がこれを同年７月 31 日と誤って記録することは考え難

いことから、事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事

務所は、申立人に係る同年７月の保険料について納入の告知を行っておらず

(社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保

険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。)、事業主は、申立

人に係る申立期間の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②及び③について、申立人は、Ａ社で勤務し、同社及びＢ社でＣ

業務に従事していたと申し立てている。 

しかし、Ａ社及びＢ社は、既に適用事業所ではなくなっており、申立期間

当時の事業主も死亡していることから、申立人の申立期間における勤務実態

及び保険料控除の状況について確認することができない。 

また、申立人は、申立期間当時の上司及び同僚の氏名を記憶しておらず、

Ａ社及びＢ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間

に被保険者資格を有する同僚は、いずれも死亡又は所在不明等であり、これ

らの者から、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況につ

いて確認することができない。 

このほか、申立人が申立期間②及び③において、事業主により給与から厚

生年金保険料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②及び③に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9770 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められるこ

とから、申立期間に係る脱退手当金の支給の記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女（死亡） 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 35年９月１日から 37年 12月 27日まで 

Ａ社は作業環境が悪く、妻は体調を崩したので退職し、辞めたその日にＣ

県に帰省した。 

妻は当時、脱退手当金という制度があることすら知らなかったし、脱退手

当金は請求も受給もしていないので調べてほしい。 

（注）申立ては、申立人の夫が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金

保険被保険者資格の喪失日から約６か月後の昭和38年６月28日に支給決定さ

れていることが確認できる。 

しかしながら、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保

険被保険者期間をその計算の基礎とするものであるところ、申立期間の前にあ

るＢ社における被保険者期間については、その計算の基礎とされておらず未請

求となっており、申立人が、２回の被保険者期間のうち、最初の被保険者期間

を失念するとは考え難い。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票において、申立人と同

一時期に受給要件を満たし資格を喪失した女性 12 人について、脱退手当金の

支給記録を確認したところ、支給記録の有る者は申立人を含め３人だけであり、

支給記録の有る同僚の１人は、「脱退手当金について会社から説明はなかっ

た。」と陳述していることを踏まえると、事業主が申立人の委任を受けて代理

請求した可能性は低いものと考えられる。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。



大阪厚生年金  事案 9771 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ支店における

資格取得日に係る記録を昭和 49 年 11月 30日に訂正し、申立期間の標準報酬

月額を 20万円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 49年 11月 30日から同年 12月１日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社Ｃ支店に勤務した期間のうち、申立期間について加入記録が無い

旨の回答を受けた。昭和 26年４月に入社して以来、退職するまで同社に継

続して勤務しており、申立期間は、同社Ｄ支店から同社Ｃ支店へ転勤した

時である。申立期間について、厚生年金保険被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   Ｂ社の担当者の陳述、雇用保険の記録及び申立人の同僚に係る被保険者記録

から判断すると、申立人は申立期間もＡ社に継続して勤務し(昭和 49年 11月

30日にＡ社Ｄ支店から同社Ｃ支店に異動)、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

   また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社Ｃ支店における昭

和 49年 12月の社会保険事務所の記録から、20万円とすることが妥当である。 

   なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ

ては、事業主は不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

   また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日に係る届出を社会保険事務所に対し

て行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当た

らないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 9772 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社（現在は、Ｂ社）Ｃ部門における

資格取得日に係る記録を昭和 24年７月 21日に、同社Ｃ部門における資格喪失

日に係る記録を 27 年６月５日にそれぞれ訂正し、申立期間の標準報酬月額を

24年７月は 5,000円、27年５月は 6,000円とすることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

  

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 24年７月 21日から同年８月１日まで 

      ② 昭和 27年５月 21日から同年６月５日まで 

厚生年金保険の加入状況について社会保険事務所（当時）に照会したとこ

ろ、Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受け

た。申立期間はいずれも転勤した時期であり、継続して同社に勤務していた

ことは間違いないので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であっ

たことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人がＢ社から提供を受けて所持していた申立人に係る従業員台帳（写

し）及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間もＡ社に継続して

勤務し（昭和 24 年７月 21 日にＡ社Ｄ部門から同社Ｃ部門に異動、27 年６月

１日に同社Ｃ部門から同社Ｅ部門に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、昭和 24 年７月は、申立人のＡ

社Ｃ部門における同年８月の社会保険事務所の記録から 5,000 円、27 年５月

は同社Ｃ部門における同年４月の社会保険事務所の記録から 6,000 円とする

ことが妥当である。 

なお、事業主が申立人に係る保険料を納付する義務を履行したか否かについ



ては、事業主は、不明としており、このほかに確認できる関連資料及び周辺事

情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの被保険者資格の取得日及び喪失日に係る届出を社会保険事

務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事

情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



大阪厚生年金  事案 9773 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を 34万 1,000円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年 12月 20日 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、平成 17 年 12

月 20 日に支給された賞与について記録が無いとの回答をもらった。賞与支

払いの事実が確認できるＡ社の賞与支給明細書を提出するので、賞与から保

険料を控除されていたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準賞与額の相違について申し立てているが、厚生年

金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準賞与

額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるのは、

事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞与額のそれ

ぞれに基づく標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準賞与額のいず

れか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、申立人が提出

した給料支払明細書（写し）及びＡ社が提出した賃金台帳（写し）により確認

できる保険料控除額から、34万1,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者賞与支払届を社会保険事

務所（当時）に提出しておらず、保険料も納付していないとしていることから、

社会保険事務所は、申立人が主張する平成17年12月20日の標準賞与額に基づく

保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険

料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9774 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、昭和 56 年５月は

16万円、同年６月から 57年３月までは 19万円、同年４月から 58年２月まで

は 20万円、同年３月は 22万円、同年４月及び同年５月は 20万円、同年６月

は 22 万円、同年７月及び同年８月は 20 万円、同年９月は 22 万円、同年 10

月から 59年１月までは 20万円、同年２月から 61年３月までは 22万円、同年

４月から同年 12月までは 24万円、62年１月及び同年２月は 26万円、同年３

月は 24万円、同年４月は 26万円、同年５月から同年９月までは 24万円、同

年 10 月から平成元年 12 月までは 26 万円、２年１月から同年 10 月までは 22

万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する

義務を履行していないと認められる。 

    

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 34年生 

    住    所 ： 

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ： 昭和 56年５月１日から平成２年 11月 21日まで 

    ねんきん定期便により、Ａ社で勤務していた期間の標準報酬月額が実際の

給与支給額と比較して低く記録されていることが分かった。 

申立期間のうちの一部期間の給与支払明細書（写）を提出するので、給

与支給額又は保険料控除額に見合った標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与支払明



細書の保険料控除額又は報酬額から、当該期間のうち、昭和 56 年５月は 16

万円、58年５月は 20 万円、同年６月は 22 万円、同年７月及び同年８月は 20

万円、同年９月は 22万円、同年 10月から 59年１月までは 20万円、同年４月

及び同年５月は 22万円、62年１月及び同年２月は 26万円、同年３月は 24万

円、同年４月は 26万円、同年５月から同年９月までは 24万円、同年 10月か

ら 63年９月まで及び同年 12月から平成元年 12月までは 26万円、２年１月か

ら同年７月までは 22万円とすることが妥当である。 

また、申立期間のうち、昭和 56 年６月から 58 年４月までの期間、59 年２

月及び同年３月、同年６月から 61年 12月までの期間、63年 10月及び同年 11

月、平成２年８月から同年 10 月までの期間については、給与支払明細書の提

出が無いため、保険料控除額及び報酬額、又はそのいずれか一方が確認できな

いが、同僚二人は、「申立期間に給与の減給及び事業の休業はなかった。」と陳

述していることから、当該期間についても前後の月と同水準の給与が支給され、

同額の保険料が控除されていたものと推認される。したがって、前後の期間の

給与支払明細書で確認できる保険料控除額又は報酬額から、昭和 56 年６月か

ら 57年３月までは 19万円、同年４月から 58年２月までは 20万円、同年３月

は 22万円、同年４月は 20万円、59年２月、同年３月及び同年６月から 61年

３月までは 22 万円、同年４月から同年 12 月までは 24 万円、63 年 10 月及び

同年 11月は 26万円、平成２年８月から同年 10月までは 22万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は不明と回答しているが、給与支払明細書において確認又は推認できる報酬

月額、又は保険料控除額に見合う標準報酬月額と社会保険事務所（当時）で記

録されている標準報酬月額が申立期間の全期間にわたり一致していないこと

から、事業主は、給与支払明細書で確認又は推認できる報酬月額又は保険料控

除額に見合う報酬月額を社会保険事務所に届け出ておらず、その結果、社会保

険事務所は、当該報酬月額に見合う保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



大阪厚生年金 事案 9775 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準賞与額に係る記録について、平成 15 年６月 26 日は 13 万 5,000

円、同年 12月 26日は 20万 2,000円、16年６月 25日は 13万 5,000円、同年

12月 24日は 20万 2,000円、17年 12月 26日は 20万 4,000円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 15年６月 26日 

             ② 平成 15年 12月 26日 

             ③ 平成 16年６月 25日 

             ④ 平成 16年 12月 24日 

             ⑤ 平成 17年 12月 26日 

    年金事務所の記録では、Ａ社での厚生年金保険被保険者期間のうち、申立

期間に支給された賞与に係る標準賞与額の記録が無いので、当該期間の標

準賞与額に係る記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人提出の賞与明細書及びＡ社提出の賃金台帳から、申立人は、申立期間

に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認めら

れる。 

また、申立人の申立期間に係る標準賞与額については、賞与明細書及び賃金

台帳において確認できる賞与額及び保険料控除額から、平成 15年６月 26日は

13万 5,000円、同年 12月 26日は 20万 2,000円、16年６月 25日は 13万 5,000

円、同年 12 月 24 日は 20 万 2,000 円、17 年 12 月 26 日は 20 万 4,000 円とす

ることが妥当である。 



なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、事務処理過誤により申立期間に係る「健康保険厚生年金保険被保険者賞

与支払届」を社会保険事務所（当時）に提出していないこと、及び当該賞与に

係る保険料を納付していないことを認めていることから、社会保険事務所は、

申立人に係る平成 15年６月 26日、同年 12月 26日、16年６月 25日、同年 12

月 24日及び 17年 12月 26日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行し

ていないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9776 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間のうち、平成 16年 12月１日から 18年３月１日までの期

間に係る標準報酬月額の記録については、18 万円に訂正することが必要であ

る。 

なお、事業主は、平成 16年 12月から 18 年２月までの期間に係る上記訂正

後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 18年３月１日から 19年７月１日までの期間に

係る標準報酬月額の記録については、事後訂正の結果、20 万円とされている

ところ、当該額は厚生年金保険法第 75 条本文の規定に該当することから、年

金額の計算の基礎となる標準報酬月額は、訂正前の 10 万 4,000 円とされてい

るが、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例

等に関する法律に基づき、申立人の当該期間の標準報酬月額に係る記録を、18

年３月から同年８月までの期間は 18万円、同年９月から 19年２月までの期間

は 17万円、同年３月は 15万円、同年４月から同年６月までの期間は 20万円

に訂正することが必要である。 

さらに、申立人の申立期間のうち、平成 19 年７月１日から同年８月１日ま

での期間に係る標準報酬月額の記録については、24 万円に訂正することが必

要である。 

なお、事業主は、平成 18年３月から 19年７月までの期間に係る上記訂正後

の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（事後訂正前（同年７月は訂正前）の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等     

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 12月１日から 18年３月１日まで 

② 平成 18年３月１日から 19年８月１日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた期間の標準報酬月額が、

実際の報酬月額よりも低く記録されているので、申立期間①の標準報酬月額



の記録を訂正してほしい。 

また、年金事務所の記録では、私がＢ社に勤務していた期間の標準報酬月

額の記録が実際の給与支給額よりも低く記録されており、同社から記録訂正

の届出が行われたが、申立期間②については、時効が成立したことにより、

訂正後の標準報酬月額が厚生年金保険の給付額に反映しない記録となって

いるので、当該記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料額及び申立人の報

酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の申立期間のうち、平成 16年 12月１日から 18年３月

１日までの期間に係る標準報酬月額については、申立人提出の給与支給明細書

において確認できる報酬月額及び保険料控除額（給与明細書が無い平成 17 年

５月、同年６月、同年８月及び同年 11 月は給与所得の源泉徴収票から推認で

きる報酬月額及び保険料控除額）から、18万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、「当時の賃金台帳及び社会保険関係の届出書類等は残存していないが、

申立人の申立てどおりの届出を社会保険事務所（当時）に行っていない。」旨

回答していることから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行わ

れ、その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料

について納入の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

また、申立期間のうち、平成 18年３月１日から 19年８月１日までの期間に

係る標準報酬月額の記録については、Ｂ社提出の賃金台帳及び申立人提出の給

与支給明細書から確認できる報酬月額及び保険料控除額から、18 年３月から

同年８月までの期間は 18万円、同年９月から 19年２月までの期間は 17万円、

同年３月は 15万円、同年４月から同年６月までの期間は 20万円、同年７月は

24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、誤りを認めている上、申立期間の保険料を徴収する権利が時効により消

滅した後に申立人に係る標準報酬月額についての訂正の届出を行っているこ

とから、社会保険事務所の記録どおりの届出が事業主から行われ、その結果、

社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく保険料について納入の



告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に

納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事

業主は、申立人に係る当該保険料（事後訂正前（平成 19 年７月は訂正前）の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行してい

ないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9777 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることから、申

立期間の標準報酬月額に係る記録を 26万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂

正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行

していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 52年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 15年６月 30日から 16年９月１日まで 

  厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録

されているとの回答を受けた。申立期間は、24万円から 26万円までの給与

が支給されていたので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の訂正について申し立てているが、

厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標

準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月

額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報

酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、Ａ社の事業を継承するＢ

社から提出された賃金台帳において確認できる保険料控除額から、26 万円と

することが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としているが、賃金台帳におい

て確認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における

標準報酬月額が申立期間の全期間にわたり一致していないことから、事業主は、



保険料控除額に見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、

その結果、社会保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入

の告知を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を

履行していないと認められる。



大阪厚生年金 事案 9778 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額に係る記録については、申立期間のうち、平成２年

12 月から３年３月までの期間は 22 万円、同年４月から同年 12 月までの期間

は 24万円、４年１月から５年３月までの期間は 22万円、同年４月から６年３

月までの期間は 24万円、同年４月から７年３月までの期間は 26万円、同年４

月から９年３月までの期間は 28 万円、同年４月から 11 年３月までの期間は

30万円、同年４月から同年６月までの期間は 38万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。)を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 35年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 11月 21日から 11年７月１日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録されている

との回答を受けた。申立期間は、約 20 万円から 38 万円までの給与を支給

されていたので、本来の標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間のうち、平成２年 12月から 11年６月までの期間の標

準報酬月額については、同僚から提出されたＡ社の賃金台帳において確認でき

る保険料控除額から、２年 12月から３年３月までの期間は 22万円、同年４月



から同年 12 月までの期間は 24 万円、４年１月から５年３月までの期間は 22

万円、同年４月から６年３月までの期間は 24 万円、同年４月から７年３月ま

での期間は 26万円、同年４月から９年３月までの期間は 28万円、同年４月か

ら 11年３月までの期間は 30万円、同年４月から同年６月までの期間は 38万

円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は既に死亡しているため、確認することはできないが、賃金台帳において確

認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額とオンライン記録における標準

報酬月額が長期にわたり一致していないことから、事業主は、保険料控除額に

見合う報酬月額を社会保険事務所（当時）に届け出ておらず、その結果、社会

保険事務所は、上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料（訂正前の

標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）について納入の告知を行って

おらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行していない

と認められる。 

一方、申立期間のうち平成２年 11 月については、賃金台帳を見ると、給与

は毎月 20日締めであり、11年６月の給与（平成 11年５月 21日から同年６月

20 日までの給与）から１か月分のみ厚生年金保険料が控除されていることが

確認できる（平成 11年７月の給与において保険料控除額の記載は無い。）こと

から、当時、Ａ社では、保険料は当月控除であったと考えられるところ、２年

11 月の給与において保険料控除額の記載は無いことから、申立人は、その主

張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9779 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、24 万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が申立人に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料(訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。)を納付する義務

を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 27年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 11月１日から 13年６月６日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録されている

との回答を受けた。厚生年金保険料の控除額が記載された申立期間の給与

明細書を提出するので、当該期間について、本来の標準報酬月額に訂正し

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚生

年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準報

酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われるの

は、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬月額の

それぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標準報酬月

額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって申立期間の標準報酬月額については、申立人提出の給与明細書に

おいて確認できる保険料控除額から、24万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、保険料を納付したか否かについては不明としており、このほかに確認で

きる関連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざ

るを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業主

が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に対して

行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が見当たら

ないことから、行ったとは認められない。



大阪厚生年金 事案 9780 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除されてい

たことが認められることから、申立人のＡ社における資格喪失日に係る記録を

昭和 24年２月１日に、同社における資格取得日に係る記録を 31 年２月 15日

に訂正し、申立期間の標準報酬月額を、23 年３月から同年７月までの期間は

600円、同年８月から 24年１月までの期間は 4,500円、31年２月は１万 8,000

円とすることが必要である。 

   なお、事業主が申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務を履

行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 23年３月１日から 24年２月１日まで 

             ② 昭和 31年２月 15日から同年３月１日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間①及び②の加入記録が無いとの回答を受けた。同社に

は、申立期間も継続して勤務していたので、当該期間について、厚生年金保

険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の人事記録及び雇用保険の記録から判断すると、申立人が申立期間も

同社に継続して勤務し（昭和 23年３月１日にＡ社本社から同社Ｂ支店に異動、

31 年２月 15 日に同社Ｂ支店から同社本社に異動）、申立期間に係る厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められる。 

一方、申立期間①について、オンライン記録によれば、Ａ社Ｂ支店が厚生

年金保険の適用事業所となったのは、昭和 24 年２月１日であることから、同

社Ｂ支店が適用事業所となるまでの期間は、引き続き同社本社で厚生年金保険

が適用されるべきであったと考えられる。 

また、申立期間のうち、昭和 23年３月から同年７月までの期間の標準報酬

月額については、申立人のＡ社における同年２月の社会保険事務所（当時）の



記録から 600 円、同年８月から 24 年１月までの期間の標準報酬月額について

は、申立人の同社Ｂ支店における同年２月の社会保険事務所の記録から 4,500

円、31 年２月の標準報酬月額については、申立人の同社本社における同年３

月の社会保険事務所の記録から１万 8,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、納付したか否かについては不明としており、このほかに確認できる関

連資料及び周辺事情は見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得

ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの被保険者資格の喪失日及び取得日に係る届出を社会保険

事務所に対して行ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺

事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 

 

 
 



大阪厚生年金 事案 9781～9851 

  

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金保

険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、申立

期間の標準賞与額に係る記録を《標準賞与額》（別添一覧表参照）に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納

付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ：  

基礎年金番号 ：  （別添一覧表参照） 

生 年 月 日 ：  

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年６月９日 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社において

申立期間に支給された賞与の記録が無いとの回答をもらった。 

事業主が事務手続の誤りを認めているので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳により、申立人は、申立期間について賞与の支

払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認め

られる。 

また、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳の保険料控除額から、《標

準賞与額》（別添一覧表参照）とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立期間に係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、

保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立人に係

る平成 18 年６月９日の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っ

ておらず、事業主は、申立人に係る当該保険料を納付する義務を履行していな

いと認められる。 



標準賞与額

9781 男 昭和30年生 63万8,000円

9782 男 昭和25年生 40万3,000円

9783 男 昭和39年生 45万5,000円

9784 男 昭和40年生 54万3,000円

9785 男 昭和41年生 34万4,000円

9786 男 昭和44年生 36万6,000円

9787 男 昭和45年生 32万5,000円

9788 男 昭和27年生 37万7,000円

9789 男 昭和37年生 42万1,000円

9790 男 昭和43年生 34万3,000円

9791 男 昭和49年生 30万7,000円

9792 男 昭和42年生 32万6,000円

9793 男 昭和48年生 28万2,000円

9794 男 昭和46年生 30万8,000円

9795 男 昭和36年生 35万円

9796 男 昭和47年生 33万7,000円

9797 男 昭和22年生 26万8,000円

9798 男 昭和37年生 28万2,000円

9799 男 昭和50年生 29万6,000円

9800 男 昭和36年生 27万2,000円

9801 男 昭和58年生 22万4,000円

9802 男 昭和42年生 35万1,000円

9803 男 昭和57年生 23万9,000円

9804 男 昭和57年生 21万9,000円

9805 男 昭和54年生 25万1,000円

9806 男 昭和16年生 43万9,000円

9807 男 昭和20年生 27万6,000円

9808 男 昭和23年生 53万9,000円

9809 女 昭和29年生 23万3,000円

9810 女 昭和37年生 20万3,000円

9811 男 昭和22年生 11万4,000円

9812 男 昭和25年生 ３万9,000円

9813 男 昭和49年生 ４万5,000円

9814 男 昭和43年生 ５万9,000円

9815 男 昭和48年生 ４万6,000円

9816 男 昭和28年生 67万4,000円

9817 男 昭和29年生 33万9,000円

9818 男 昭和41年生 44万9,000円

住　　　　　　　　　　所

別　添

番号 氏名 基礎年金番号 生年月日



標準賞与額住　　　　　　　　　　所

別　添

番号 氏名 基礎年金番号 生年月日

9819 男 昭和43年生 39万5,000円

9820 男 昭和42年生 40万1,000円

9821 男 昭和41年生 27万2,000円

9822 男 昭和40年生 37万2,000円

9823 男 昭和46年生 34万5,000円

9824 男 昭和41年生 33万円

9825 男 昭和49年生 32万,5000円

9826 男 昭和48年生 32万円

9827 男 昭和47年生 31万円

9828 男 昭和47年生 29万2,000円

9829 男 昭和44年生 30万2,000円

9830 男 昭和46年生 29万7,000円

9831 男 昭和46年生 29万8,000円

9832 男 昭和43年生 30万3,000円

9833 男 昭和44年生 28万6,000円

9834 男 昭和45年生 27万9,000円

9835 男 昭和43年生 30万8,000円

9836 男 昭和45年生 27万9,000円

9837 男 昭和51年生 35万6,000円

9838 男 昭和51年生 26万5,000円

9839 男 昭和47年生 29万2,000円

9840 男 昭和48年生 26万7,000円

9841 女 昭和42年生 18万1,000円

9842 女 昭和52年生 19万3,000円

9843 男 昭和51年生 27万7,000円

9844 女 昭和53年生 17万2,000円

9845 男 昭和40年生 22万5,000円

9846 男 昭和48年生 20万6,000円

9847 女 昭和46年生 16万1,000円

9848 女 昭和17年生 ４万1,000円

9849 女 昭和38年生 ３万5,000円

9850 男 昭和63年生 ３万5,000円

9851 男 昭和32年生 ３万8,000円



大阪国民年金 事案 5353 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 50年 10 月から 60年９月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 50年 10月から 60年９月まで 

私は、大学生であった昭和 50 年９月頃、同じ大学の友人が国民年金に加

入したのを聞いて、自身も加入すべきだと思い、同年 10 月頃に自分でＡ市

役所へ出向き、国民年金の加入手続をした。加入時から納付を開始し、在学

中については母親から国民年金保険料の一部を援助してもらい、その後も今

日まで自身で納付してきた。それなのに申立期間が未納とされているのは納

得できない。 

自分で納付したが、納付方法は送られてくる納付書を使って、金額は忘れ

たが毎月継続的に市役所又は金融機関で納めていた。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 50年 10月頃に、Ａ市で国民年金の加入手続を行い、申立期

間の国民年金保険料も自身で現年度納付していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、昭和 60 年 11 月 15 日にＢ

市Ｃ区で国民年金被保険者資格の取得届を行っていることが申立人に係る同

市の国民年金被保険者名簿から確認でき、申立内容と符合しない。 

また、国民年金手帳記号番号の払出時点において、申立人は申立期間のうち、

昭和 58 年９月以前の期間の国民年金保険料を時効により、制度上、納付でき

ず、同年 10月から 60年９月までの保険料については過年度納付が可能である

が、申立人は毎月継続的に納付してきたと陳述しており、過去の未納保険料を

一括納付した記憶がないとしている。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録による各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の内容を全て確認し



たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事

情は見当たらない。このことは、同市において申立人に係る国民年金被保険者

名簿が調製された形跡が無いことと符合する。 

加えて、申立期間は 120か月と長期間であり、Ａ市、Ｂ市Ｃ区及び社会保険

事務所（当時）において事務的過誤が繰り返されたとは考え難い。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資

料は無く、納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。



大阪国民年金 事案 5354 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 40年９月から 45年９月までの期間及び 47年６月から 54年３

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 40年９月から 45年９月まで 

 ② 昭和 47年６月から 54年３月まで 

私が働いていた頃、私は厚生年金保険にも加入していなかったので将来の

ことを考え、知人の奥さんに昭和 40 年９月頃にＡ市役所で私の国民年金の

加入手続をしてもらった。 

申立期間①の頃、私はＢ市で姉夫婦と同居し、義兄の会社で働いていたの

で、義兄が私の給料から毎月国民年金保険料を差し引いて、姉夫婦が私の国

民年金保険料を納付してくれていたと思うが、納付は任せていたので納付金

額及び納付に係る詳細は分からない。 

私は昭和 45年から 47年頃までは仕事上、Ｂ市とＣ市で住居を転々として

いたが、同年頃はＢ市で申立期間②の国民年金保険料を私が、納付書を使っ

てＢ市役所で納付したり、自宅に来る国民健康保険の集金人に国民年金保険

料も同時に納付した。 

私は国民年金加入時に国民年金手帳を入手したのかどうか記憶にないが、

現在所持している年金手帳は、1冊でそれ以外の手帳を所持した記憶はない。 

私の国民年金加入当初の申立期間①の国民年金保険料は兄夫婦が納付し

てくれており、申立期間②の保険料は自身で納付書を使って市役所又は国民

健康保険の集金人に国民年金の保険料も一緒に納付していたので、私の申立

期間の納付記録をもう一度調べてほしい。   

 

第３ 委員会の判断の理由 

  申立期間①について、申立人は、Ｂ市にある姉夫婦の家に同居していた昭和

40 年９月頃に、知人の妻を通じ、当時の勤務地であったＡ市で国民年金の加



入手続を行い、勤務先である義兄の会社が、毎月給料から申立期間の国民年金

保険料を控除していたと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金の加入時期をみると、申立人の国民年金手帳記号

番号前後の任意加入被保険者の資格取得年月日から、昭和 56年 11月にＢ市で

加入手続を行っていることが推定でき、申立内容と符合しない。また、加入時

点において、申立人は、申立期間の国民年金保険料を時効により、制度上、納

付できない。 

さらに、申立人は、申立期間当時勤務していた義兄の会社が毎月給料から国

民年金保険料を控除していたとしているが、義兄は既に亡くなっており、申立

人に係る申立期間の保険料の納付状況を確認できない。 

加えて、申立人は、申立期間中の昭和 45 年頃にＢ市からＣ市に転居した記

憶があると陳述しているが、住所変更手続を行った記憶がない。 

申立期間②について、申立人は、昭和 47年６月 19日に厚生年金保険被保険

者資格を喪失後、自宅に来るＢ市の国民健康保険の集金人又は同市役所で国民

年金保険料を納付していたと申し立てている。 

しかしながら、上述のとおり、申立期間は申立人の国民年金加入時点におい

て、未加入期間であり、国民年金保険料を制度上納付できない。また、Ｂ市は

国民健康保険の集金人が同時に国民年金を徴収することはないと説明してお

り、申立内容と符合しない。 

さらに、申立人は厚生年金保険被保険資格の喪失後にＢ市で国民年金の再加

入手続を行った記憶がないと陳述している上、申立人に係る住民票を見ると申

立人がＢ市に転入した日は昭和 49 年６月１日であることが確認でき、申立内

容と符合しない。 

加えて、別の国民年金手帳記号番号による申立期間①及び②の納付の可能性

を確認するため、オンライン記録による各種の氏名検索を行ったほか、国民年

金手帳記号番号払出簿の内容を調査、確認したが、申立人に対して、別の手帳

記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たらない。 

このほか、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付していたこと

を示す関連資料は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

 その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 5355 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 42 年２月から 50 年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年２月から 50年 12月まで 

 昭和 52年頃から会社で、個人としてＣ業務を請け負う仕事をしていたが、

昭和 53 年度はＣ業務の成績が良くて、会社から受け取る報酬総額が 1 千数

百万円あったので、会社の顧問税理士から、「国民年金に加入して、確定申

告で社会保険料として所得控除を受けたほうが良い。今なら 10 年間ぐらい

遡って支払うことができる。」と勧められた。 

その勧めに従い、まずＡ社会保険事務所（当時）に行き自分の以前の厚生

年金保険加入期間を確認して、昭和 53年 12月頃にＢ市役所に行き、自分と

妻の国民年金の加入手続を行い、その年度の国民年金保険料の全額と未納期

間の保険料を遡って納付したいと申し出た。 

国民年金保険料の納付について相談した担当者は、市役所で他の職員とは

少し離れた場所に一人で机に座っている男性であったが、その担当者から、

10 年間ぐらい遡って納付できるとの説明を受け、その場で、自分と妻の二

人分について、その年度の国民年金保険料の全額と遡って支払える未納期間

の保険料の合計額として、30万円から 40万円までぐらいを支払い、２枚の

領収書を受け取った。この時受け取った領収書は、無くしてしまい、今は無

い。 

申立期間の国民年金保険料は遡って納めていると思うので記録を訂正し

てほしい。なお、妻の未納期間についても同時に遡って納付しているが、妻

は既に亡くなっており、亡くなった者を代理してまで申立てをしようとは思

わないので、妻に関する申立ては行わない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和 42 年２月に厚生年金保険被保険者資格を喪失後、年金未加



入であり、その妻も 20 歳到達時点以降年金未加入であったが、53 年 12 月頃

にＡ市役所で、自身及びその妻の国民年金の加入手続を行い、同日に、市役所

内の別の場所で受付を行っていた男性職員から特例納付の説明を受け、その場

で、自身及びその妻の二人分の年金未加入期間に係る国民年金保険料として、

30万円から 40万円までぐらいを納付したと申し立てている。 

そこで、申立人及びその妻の国民年金手帳記号番号の払出時期をみると、昭

和 54 年 1 月にＡ市で手帳記号番号が連番で払い出されていることが国民年金

手帳記号番号払出簿から確認でき、申立内容と符合している。また、同時点は

第３回特例納付実施期間（昭和 53年７月から 55年６月まで）中であることか

ら、申立人は申立期間の国民年金保険料を特例納付することが可能であった。 

しかしながら、申立人及びその妻に係るＡ市の国民年金被保険者名簿及び特

殊台帳を見ると、両人が昭和 53年 12月 29日に申立期間直後の 51年１月から

53 年３月までの国民年金保険料を過年度納付していることが確認できるもの

の、申立期間については未納であり、申立人が特例納付したことを示す記録は

見当たらない。 

また、申立人が納付したとする国民年金保険料の総額は 30万円から 40万円

までぐらいであったと主張しているが、申立人及びその妻が国民年金加入時点

において未納とされていた期間に係る保険料の合計額は93万4,520円となり、

一致しない。 

さらに、申立人は、申立期間の国民年金保険料を特例納付した際、担当者か

ら２枚の領収書を受け取ったと陳述しているが、日本年金機構Ｂ事務センター

は、「申立期間当時、市役所に社会保険事務所職員が出張して過年度保険料を

現金で収納することはできたが、特例納付については、特例勧奨対象者（国民

年金加入月から 60 歳到達月までの期間について保険料を全て納付しても、年

金受給資格を得るために必要な 300 月の納付済期間を満たせない国民年金被

保険者）以外の者には、その場で納付書を作成し現金を収納することはしなか

った。」と説明しており、申立内容と符合しない。 

このほか申立人が申立期間の国民年金保険料を特例納付していたことを示

す確定申告書控え等の関連資料は無く、納付していたことをうかがわせる周辺

事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 5356 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 42年４月から 44年３月までの期間及び同年４月から 49年 12

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 42年４月から 44年３月まで 

② 昭和 44年４月から 49年 12月まで 

私が昭和 41 年４月に会社を辞めてから、国民年金加入を含む各種手続及

び保険料納付は全て妻がやってくれたものと思う。その妻は既に亡くなって

おり、国民年金の加入手続及び保険料の納付について詳しいことは全く分か

らないが、妻が納付してくれていると思うので調べてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人は、その妻が国民年金の加入手続及び国民年金

保険料の納付を行ったと申し立てている。 

そこで、申立人の所持している国民年金手帳を見ると、納付記録のある昭和

41 年８月から 42 年３月までの国民年金保険料について、昭和 41 年度印紙検

認記録欄に検認印の押されていないことが確認できる。また、同記録は、「昭

和 46 年度印紙検認記録欄」の後ろにある予備の記録欄を使用していることが

分かる。 

さらに、上記手帳の印紙検認記録欄は「昭和 42 年度」から開始されている

ことが確認でき、同記録欄に納付記録では未納とされている昭和 42 年８月か

ら 43年３月までの国民年金保険料について、「昭和 42年３月 17日」に納付を

行ったことを示す印紙検認記録が存在し、右側の印紙検認台紙も検認による割

り印を押した上、切り離されていることが確認できる。 

加えて、昭和 42 年度印紙検認記録欄の４月から７月までは「不要」のゴム

印が押されており、41 年度印紙検認記録欄にも同様に「不要」のゴム印が押

されていることが確認できる。 



これらの状況から、昭和 42 年度の国民年金保険料を、41 年度中の昭和 42

年３月 17 日に現年度納付したと考えるのは不自然であり、また、国民年金未

加入期間を示す「不要」のゴム印が、昭和 41 年度印紙検認記録欄及び 42年度

印紙検認記録欄の両方に押されていることから、昭和 42年３月 17日に申立人

の自宅を訪れたＡ市の集金人が、申立人の国民年金手帳の印紙検認記録欄の先

頭にある昭和 42年度印紙検認記録欄に、誤って 41年度保険料の検認印を押し

たものと考えるのが自然である。なお、Ａ市も 42 年度印紙検認記録について

「昭和 41年度の誤りであることが推定できる。」と説明している。したがって、

申立期間①のうち、昭和 42年４月から 43年３月までの国民年金保険料につい

ては申立人の所持している国民年金手帳の印紙検認記録欄から納付を裏付け

ることはできない。 

このほか、申立人の所持している国民年金手帳を見ると、昭和 43 年４月か

ら 44年３月までの国民年金保険料について、昭和 43年度印紙検認記録欄に検

認印の押されていないことが確認でき、同期間の保険料が納付されたことを裏

付けることができない。 

申立期間②について、申立人は、その妻が申立人の国民年金保険料を納付し

たはずであると申し立てている。 

そこで、申立人の住所遍歴をみると、昭和 44 年４月にＡ市からＢ市へ転居

しているが、同市における住所変更手続については申立人の亡き妻が手続を行

っており、詳細は不明であると陳述している。しかし、申立人の所持している

国民年金手帳を見ると、Ｂ市に住所変更した記録が無く、53 年１月にＡ市か

らＣ市へ住所変更した記録があることから、Ｂ市への住所変更手続がなされず、

申立期間はＡ市で不在者扱いとされていた可能性が高い。このことは、申立人

に係る特殊台帳に「44 年不在」との記録があること、及びＢ市において申立

人に係る国民年金被保険者名簿が調製された形跡がないことと符合する。した

がって、Ｂ市の集金人が申立人の自宅を訪れ、申立期間の現年度保険料を徴収

していたとは考え難い。 

また、申立人は、申立期間直後の昭和 50年１月から 51年３月までの国民年

金保険料を 53年１月 26日に過年度納付していることが、申立人に係るＣ市の

国民年金被保険者名簿から確認でき、過年度納付した時点において、少なくと

もＢ市在住時の 50 年１月から同年３月までの保険料を現年度納付していなか

ったことを認識していたものと考えられる。さらに、昭和 53年１月 26日時点

において、申立人は申立期間の保険料を時効により制度上、納付できない。 

申立期間①及び②について、申立人は、昭和 53年７月から 55年６月まで実

施されていた第３回特例納付を活用し、申立期間①及び②の国民年金保険料を

特例納付することが可能であったが、納付を担当していた申立人の妻は、既に

死亡しているため、当時の納付状況を確認できない。 



また、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付していたとする申立人の妻

は、同期間の保険料は未納とされていることが同人に係るオンライン記録及び

Ｃ市の国民年金被保険者名簿から確認できる。 

さらに、申立期間は７年以上に及ぶ長期間であり、社会保険事務所（当時）、

Ａ市及びＢ市において、事務的過誤が繰り返されたとは考え難い。 

加えて、申立人が申立期間①及び②の国民年金保険料を納付したことを示す

関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5357 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の昭和 38 年 12 月から 43 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

  

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 38年 12月から 43年３月まで 

昭和 38年頃、母はＡ市の民生委員をしており、その母から「学生は納付

を待ってくれるけど、手続をして今から納付しておく。」と言われたことを

記憶している。どの様に国民年金保険料を納付していたのかは覚えていない

が、兄の保険料と一緒に口座振替をしていたのではないかと思う。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、その母親が申立人の国民年金の加入手続及び保険料の納付を行っ

ていたと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の加入手続時期について、国民年金手帳記号番号

払出簿を見ると、昭和 43 年４月に申立人の国民年金手帳記号番号が払い出さ

れていることが確認でき、38年 12月頃に加入手続を行ったとする申立内容と

は符合しない。 

   また、申立人の特殊台帳及びＡ市の国民年金被保険者名簿を見ると、昭和

43 年４月１日に強制加入として国民年金の被保険者資格を取得していること

が確認できることから、申立期間は国民年金の未加入期間であり国民年金保険

料を納付することはできない。 

さらに、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付については

直接関与しておらず、これらを行ったとする申立人の両親は既に亡くなってお

り、当時の状況は不明である。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5358 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 42年２月から 51年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年２月から 51年 12月まで 

昭和 42 年２月に前夫が私の国民年金の加入手続を行った。加入当初は、

自宅に来ていた集金人に国民年金保険料を納付したと思う。その後の保険料

の納付方法は分からないが、間違いなく、申立期間の保険料を納付した。 

申立期間の国民年金保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、昭和 42 年２月に申立人の前夫が国民年金の加入手続を行い、申

立期間の国民年金保険料を申立人自身が納付したと申し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の資格について、申立人のＡ市の国民年金被保険

者名簿及び特殊台帳を見ると、昭和 52年１月 27日に国民年金に任意加入して

いることが確認できるが、それ以前に国民年金に加入した形跡は見当たらない。

この場合、申立期間は国民年金の未加入期間であり、国民年金保険料を納付す

ることはできない。 

   また、申立期間は 119か月と長期間であり、このような長期間にわたり国民

年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとは考え

難い。 

さらに、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出

簿検索システムにより各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記

号番号が払い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5359 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11年 10月から 12年３月までの国民年金保険料については、

免除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 10月から 12年３月まで 

平成 11 年９月頃、会社が突然倒産した。社長も失踪してしまい、給与も

もらえなかった。私は、同僚から健康保険の任意継続ができると聞いたので、

Ａ市にあるＢ社会保険事務所（当時）で健康保険の任意継続の手続を行い、

国民年金についてはＣ年金相談センターのある向かいの建物又はＢ社会保

険事務所で自分の分だけ免除の手続を行った。 

全額免除の手続を行った申立期間の国民年金保険料が未納とされている

ことは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間の国民年金保険料については、免除の手続を行ったと申

し立てている。 

   そこで、申立人の国民年金の資格について、オンライン記録を見ると、申立

人は平成11年10月７日に厚生年金保険被保険者資格を喪失していることが確

認でき、申立人が国民年金の免除手続を行うには、先に国民年金への再加入手

続を行う必要があったが、オンライン記録から、申立人に対して国民年金に加

入することを勧奨する「第１号・第３号被保険者資格取得勧奨」が 12 年４月

24日に行われている上、再度、13年８月 23日に加入勧奨が行われていること

が確認できることから、社会保険事務所（当時）は申立人が国民年金に加入し

ていないことを把握し、そのために加入勧奨を行ったが、申立人が勧奨に応じ

て加入手続を行った形跡は見当たらず、11年９月頃に会社が倒産したときに、

申立期間の国民年金保険料の免除申請手続を行ったとする申立内容とは符合

しない。 

また、申立人のオンライン記録を見ると、平成 18 年６月に申立期間の国民



                      

  

年金の資格の記録追加が行われていることが確認でき、当該記録追加が行われ

るまでは、社会保険事務所は申立期間を国民年金の加入期間として処理してい

なかったことが分かる。この場合、資格が記録追加された時点において、遡っ

て申立期間の国民年金保険料の免除申請手続を行うことはできない。 

さらに、申立期間の国民年金保険料の免除を行うことが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出し又は基礎年金番号の付番について、オンライン記録及び

国民年金手帳記号番号払出簿検索システムにより氏名検索を行ったが、申立人

に対して別の手帳記号番号が払い出されたこと又は基礎年金番号が付番され

たことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を免除されていたものと認めることはできない。 



                      

  

大阪国民年金 事案 5360 

 

第１ 委員会の結論 

 申立人の平成 18年３月から同年 12月までの国民年金保険料については、免

除されていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18年３月から同年 12月まで 

    私は、刑務所を出所した直後の平成 19 年２月にＡ市役所で申立期間の国

民年金保険料の免除の手続を行った。 

免除の手続を行った申立期間の記録が免除となっておらず、未納とされて

いるのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、平成 19 年２月に申立期間の国民年金保険料の免除の手続を行っ

たと申し立てている。 

そこで、申立人の国民年金保険料の納付及び免除について、オンライン記録

を見ると、平成７年５月から 18 年２月までの期間が法定免除の記録となって

いることが確認できるが、申立人は、18年１月＊日から 19年１月＊日まで拘

置所及び刑務所に入所していたことから、申立人は、入所するまでは生活保護

を受給していたために国民年金保険料の納付については法定免除であったが、

入所となったために生活保護世帯員とはみなされず、申立期間の保険料は未納

となったものと考えられる。 

また、申立人が免除の手続を行ったとする平成 19年２月の時点では、18年

７月まで遡って免除申請をすることが可能であるが、申立期間のうち同年３月

から同年６月までの保険料については、免除申請を行える期限が経過している。 

さらに、申立人の母親は、平成 19 年２月頃、申立人と共に市役所へ行き、

生活保護、市営住宅の居住等に関する相談をしたが、国民年金に関する相談は

行っておらず、国民年金保険料の免除の手続も行っていないと陳述しており、

申立人の母親の陳述からは、申立人の国民年金保険料について免除申請が行わ

れたことをうかがうことはできない。 



                      

  

加えて、オンライン記録を見ると、申立期間の国民年金保険料が申請免除さ

れた形跡は見当たらず、申立期間当時の保険料の免除申請手続は、申請受付後

の事務処理を機械化により行っていることから、オンライン記録に登録されな

いまま免除が承認されたものとは考え難い。 

このほか、申立期間の国民年金保険料について免除の手続を行うことが可能

な別の基礎年金番号について、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

が、申立人に対して別の基礎年金番号が付番されていたことをうかがわせる記

録は見当たらず、申立期間の国民年金保険料が免除されていたことをうかがわ

せる周辺事情等も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人の申立期間の国民年金保

険料は免除されていたものと認めることはできない。 

 



大阪国民年金 事案 5361 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、昭和 48 年４月の国民年金保険料については、

納付していたものと認められるものの、当該期間は国民年金被保険者となり得

る期間ではないことから、年金記録の訂正を行うことはできない。 

   また、申立期間のうち、昭和 49年５月から 52年６月までの国民年金保険料

については、納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 48年４月 

             ② 昭和 49年５月から 52年６月まで 

    私が会社を退職した昭和 48年２月頃、母親がＡ市Ｂ区役所で私の国民年

金の加入手続を行ってくれたと思う。 

    その後、昭和 48年４月からＣ社に勤務し、厚生年金保険に加入したが、

母親が私と二人分の国民年金保険料を納付してくれたと思う。 

    保険料額及び納付場所等については分からないが、申立期間の国民年金保

険料は全て納付しているはずなので、申立期間を納付済期間として認めてほ

しい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人に係る特殊台帳を見ると、申立人は、昭和 48

年２月２日に国民年金被保険者の資格を取得し、同年４月２日に同資格を喪失

しているにもかかわらず、同年５月から 49 年４月までの国民年金保険料を前

納している記録が確認できることから、行政側の記録管理に誤りがあった可能

性は否定できない。 

なお、当該前納期間は、厚生年金保険被保険者期間と重複していることから、

平成 21年４月 30日付けで過誤納による還付の決定がなされ、申立人に対して

国民年金保険料還付請求書が送付されていることがオンライン記録により確

認できる。 

また、申立人の国民年金保険料を納付していたとする申立人の母親は、昭和



                    

  

36年４月から 56年８月まで、申請免除期間を含め全て保険料が納付済みとな

っていることがオンライン記録により確認できることから、申立人の母親の納

付意識の高さがうかがえる。 

さらに、申立期間①は、１か月と短期間である上、申立期間前後は納付済み

であることを踏まえると、納付意識の高い申立人の母親が自身の国民年金保険

料のみを納付し、当該申立期間の保険料を納付しなかったとするのは考え難い。 

一方、申立期間②について、申立人は、昭和 48 年 10 月頃にＤ市へ転居し、

52 年４月頃にＥ市へ転居したと陳述していることから、両市において国民年

金の加入歴について調査したところ、ⅰ）Ｄ市及びＥ市では、いずれも国民年

金に加入している被保険者の台帳及び現年度保険料に係る収滞納一覧表を保

管しているところ、申立人と一緒に国民年金保険料を納付したとしている申立

人の母親の記録は保管されているものの、申立人に係る記録は無く、申立人の

記録のみ欠落することは考え難いこと、ⅱ）申立人が所持する国民年金手帳及

び申立人に係る特殊台帳には、いずれも当該申立期間に国民年金被保険者の資

格を取得した記録は無く、住所変更した記録も無いことから、申立人は両市に

おいて国民年金の再加入の手続を行っておらず、当該申立期間は、未加入期間

であり、制度上、国民年金保険料を納付することができず、納付書の発行も行

われていなかったものと考えられる。 

また、申立人は、申立期間②当時の国民年金保険料の納付に直接関与してお

らず、保険料を納付したとしている申立人の母親は高齢のため当時の事情を聴

取しても回答できない状態であると陳述していることから、当該申立期間の納

付状況については不明である。 

さらに、申立人が申立内容のとおり、申立期間②の国民年金保険料を納付す

ることが可能な国民年金手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録によ

り別の読み方による各種の氏名検索を行ったが、申立人に対して別の手帳記号

番号が払い出されていたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

加えて、申立期間②は３年２か月に及び、この間、申立人の納付記録が毎月

連続して欠落することは考え難い上、申立人は、その母親が当該申立期間の国

民年金保険料を納付したとするのみで、申立期間の保険料を納付したことを示

す関連資料は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、昭

和 48年４月の国民年金保険料を納付していたものと認められる。 

しかしながら、オンライン記録を見ると、昭和 48 年 4 月は、厚生年金保険

被保険者期間であり、国民年金の被保険者となりうる期間ではないことから、

当該期間を納付済期間として記録の訂正を行うことはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5362 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成17年２月から同年５月までの期間及び同年７月から19年４月

までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることはで

きない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成 17年２月から同年５月まで 

           ② 平成 17年７月から 19年４月まで 

私は、平成 15年４月まで勤めていた会社が倒産したので、国民年金への

加入手続を行い、同年４月から 16年６月までは国民年金保険料の納付免除

を申請した。しかし、同年７月から 19年４月までは、毎月のアルバイト収

入から、ほぼ納付期限内に、遅れても１か月から２か月以内に保険料を市役

所で納付してきたので、申立期間が未納にされているのは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は、平成９年１月以降の基礎年金番号制度導入後で、14 年４月に

保険料収納事務が国に一元化された以降の期間であるため、事務処理はオンラ

イン化され、電算による納付書の作成、領収済通知書のＯＣＲ（光学的文字読

取装置）による読取入力等、保険料収納に係る事務処理の機械化が促進されて

いることから、記録誤り等が生じる可能性は少ないものと考えられる。 

また、オンライン記録によると、平成 19 年５月７日、20 年３月 11 日及び

同年５月 27日に納付督励を行った上、同年８月 13日に過年度納付書が作成さ

れた旨の記録が確認できることから、これらは未納である申立期間に対してな

されたものと推認でき、オンライン記録の内容に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付したことを示す関連資料

（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5363 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和61年１月から平成元年12月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女  

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 30年生 

住        所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 61年１月から平成元年 12月まで 

    私の夫は昭和 61 年１月に会社を退職して自営業を始め、夫自身と私につ

いて国民年金の加入手続を行った後、昭和 61 年度から毎年度夫婦二人分の

国民年金保険料を銀行で前納していた。昭和 61 年１月から同年３月までの

３か月については、時期は覚えていないが、Ａ市役所から督促状と一緒に送

られてきた納付書によって、夫が市役所で私の分も一緒に遡って保険料を納

付した。ところが、ねんきん特別便によると、夫については、当初の３か月

を除き、同年４月以降は納付済みとされているのに、私については同年１月

以降４年間も未納とされており、二人の記録に大きな相違があるのは理解で

きない。夫は夫婦二人分の保険料をいつも一緒に納付していたと証言してい

るので、申立期間について、調査の上、年金記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号は平

成２年５月に払い出されている上、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申

立人の国民年金被保険者資格の取得届出処理が同年４月 24 日に行われた旨記

載されていることが確認できることから、この頃に加入手続が行われたものと

推認され、この時点では、申立期間のうち、その過半の期間は時効により、保

険料を納付できない期間となっている。 

また、上記の加入手続が行われたものと推認される時点において、申立期間

の一部は過年度納付又は現年度納付により国民年金保険料を遡って納付する

ことが可能であるが、申立人の保険料を納付していたとする申立人の夫は、申

立期間のうち最初の３か月を除く昭和 61 年４月以降の期間については、毎年

度保険料を前納していたとしており、当該期間について過年度納付又は現年度



                    

  

納付により保険料を遡って納付したことをうかがわせる事情は見当たらない。 

さらに、Ａ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期間について保険料が

納付された旨の記載は確認できず、オンライン記録の内容と一致している。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金

手帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行

ったほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿を全て確認し

たが、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる

事情は見当たらない。 

このほか、申立期間は 48か月に及び、これほどの期間にわたって行政機関

において事務的過誤が継続的に発生することは考え難い上、申立人が申立期

間の国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告

書控え等）は無く、ほかに当該期間の保険料を納付していたことをうかがわ

せる周辺事情も見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



                    

  

大阪国民年金 事案 5364 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 48年７月から 51年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 48年７月から 51年３月まで 

昭和 48 年頃、私は学生だったが、国民年金への加入を親に勧められたこ

とを覚えており、加入手続は、その頃に父又は母が当時の市役所で行ってく

れたと思う。加入後は、年金手帳(表紙が青色）が実家で保管してあり、そ

の手帳は、私が結婚する時に親から渡された記憶がある。 

 加入手続後、国民年金保険料の納付についても父母に任せていたことから、

当時の保険料額及び納付方法等の詳細はよく分からない。しかし、いつの時

に聞いたかはっきりしないが、父母のどちらかから「（実家に）届いた納付

書については、全て保険料を納付した。」と聞いたことがある。 

現在、私の手元には、申立期間当時の国民年金手帳、領収書及び家計簿な

ど、納付の証拠になるものは何も残っていないが、申立期間の国民年金保険

料については、父又は母が納付してくれていたはずなので、納付記録を訂正

してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人に係る国民年金手帳記号番号の払出時期についてオンライン記録を

見ると、申立人の手帳記号番号の前後の番号に存在する第３号被保険者の資格

記録処理日が、いずれも昭和 62 年５月中であることが確認できることから、

申立人については、この時期に国民年金の加入手続がなされたものと推認でき

る。この場合、申立期間は未加入期間となるため、制度上国民年金保険料を納

付できず、申立人に対して申立期間に係る保険料納付書は作成されないことか

ら、申立人の父母は、申立期間当時に、自らの保険料と一緒に申立人の保険料

を納付することはできない。 

   また、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳



                    

  

記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったほ

か、当時の申立人の住所地及び申立人の父母の住所地における国民年金手帳記

号番号払出簿の内容を全て確認したが、申立人に対して別の手帳記号番号が払

い出されたことをうかがわせる事情は見当たらない。 

   さらに、申立人は国民年金の加入手続及び国民年金保険料の納付に直接関与

しておらず、実家の両親がその双方を行っていたとしているが、申立人の父親

は、申立人の加入手続、保険料納付を行った記憶はないとしている上、申立人

の母親は既に亡くなっていることから、当時の状況を確認することはできず、

加入手続及び保険料納付をめぐる状況は不明であり、申立人が申立期間の保険

料を納付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書控え等）は無く、ほか

に申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

   その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

  

 

 

 

 



                    

  

大阪国民年金 事案 5365 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 60 年７月から平成５年４月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 60年７月から平成５年４月まで 

私は、自分の国民年金の加入手続について、加入時期及び加入手続の場所

等、詳しいことは覚えていないが、おそらく以前勤めていた会社を退職する

際、会社が厚生年金保険から国民年金への切り替えを行ったものと思う。 

現在、私の手元には、「Ａ市 ネンキン ホケンリョウ（保険料）」とし

て、定期的に申立期間の国民年金保険料が引き落とされている印字が確認で

きる金融機関口座の預金通帳が数冊あり、少なくとも、これらの通帳で確認

できる期間については、間違いなく保険料を納めているはずである。 

  ところが、納付記録を確認したところ、申立期間は未納とされており、

納得できないので、調査の上記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間中、定期的に口座振替によって国民年金保険料を納付し

ていたとしているが、基礎年金番号制度導入前の時期にあたる申立期間中に国

民年金保険料を納付するためには、申立期間当時に、申立人に対して国民年金

手帳記号番号が払い出されている必要がある。そこで、未統合記録の有無を検

証するため、オンライン記録により、各種の氏名検索を行ったが、申立人に対

して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡はうかがえない。 

また、オンライン記録によると、申立人に対しては、平成 11 年６月４日付

けで基礎年金番号が設定処理されていることが確認できる。この場合、申立期

間については、当該処理時に、遡及して国民年金加入期間とされたものと推認

できることから、当該処理時よりも前の時期においては、申立期間は未加入期

間となり、制度上、申立期間中に国民年金保険料を納付することはできない。 

さらに、申立人が、自身の国民年金保険料の口座振替納付を確認できる証拠



                    

  

であるとしている金融機関口座の通帳の記載からは、当該口座において、「Ａ

市 ネンキン ホケンリョウ（保険料）」の名目により、おおむね定期的に口

座振替がなされている状況が確認できるが、その振替金額は、いずれの回にお

いても一人分の定額保険料であり、申立期間当時における申立人の妻の保険料

納付状況及び同人の国民年金保険料の口座振替が行われる口座として、申立人

名義の金融機関口座番号が登録されていることが確認できることを踏まえる

と、当該通帳の記載に見られる国民年金保険料の口座振替納付の事跡をもって、

申立人自身の保険料納付に係る事跡であると特定するまでには至らない。 

ほかに、申立人の加入手続をめぐる記憶は曖昧であり、申立人が申立期間に

係る国民年金保険料を納付していたことを示す関連資料は、上記通帳以外には

無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も

見当たらない。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 

  



                    

  

大阪国民年金 事案 5366 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年 10月から 51年３月までの国民年金付加保険料を納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 12年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年 10月から 51年３月まで 

 時期についてはよく覚えていないが、Ａ市Ｂ区役所Ｃ出張所で職員に付

加年金を勧められ、その金額が安かったので加入し、１年分ぐらいの付加保

険料をまとめて納付したことを覚えている。 

 私は、付加年金制度ができた当初からずっと付加保険料を納付している

のに、申立期間に付加保険料の納付記録が無いことは納得できない。 

    

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人の特殊台帳によると、申立人が既にＤ市に居住していた申立期間直後

の昭和 51年４月 27日に付加年金の加入申出を行い、当該月の１か月分の付加

保険料を含む国民年金保険料を納付するとともに、翌月の同年５月 27 日に同

年５月から 52年３月までの 11か月分の定額保険料及び付加保険料１万 9,360

円をまとめて割引前納していることが詳細に記録されているなど、これらの付

加年金に関する記録自体に特段不自然な点は認められない上、その時期を除い

て、申立人が付加年金に加入し、１年分ぐらいの付加保険料をまとめて納付し

たとする記憶と一致している。 

   また、申立人は、付加保険料を納付した際、｢付加｣の印を押した領収証書を

受け取ったことを鮮明に記憶していると陳述しているところ、Ａ市における国

民年金保険料の納付方法は、昭和 48 年３月まで付加保険料を含めて手帳に印

紙を貼付する印紙検認方式であり、申立人が 46 年８月に同市Ｂ区からＤ市に

転居していることを踏まえると、Ｂ区役所Ｃ出張所で付加保険料を納付したと

する申立内容と符合しないほか、申立人は偶然の一致と主張しているものの、

申立人の兄及び姉も申立人と同様に申立期間直後の 51 年４月から付加保険料



                    

  

の納付を開始していることが、それぞれのオンライン記録により確認できる。 

   さらに、申立期間は５年以上に及び、国民年金の付加保険料は定額保険料と

一緒に納付されるものであることから、これほどの長期間にわたり、付加保険

料の納付記録のみが連続して欠落することは考え難い上、申立人が申立期間の

付加保険料について納付していたことを示す関連資料(家計簿、確定申告書控

え等)は無く、ほかに申立期間の付加保険料を納付していたことをうかがわせ

る周辺事情も見当たらない。   

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金付

加保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5367 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和50年４月から63年７月までの国民年金付加保険料を納付して

いたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 50年４月から 63年７月まで 

    国民年金の加入については、夫が会社を退職後、しばらくしてからＡ市Ｂ

区役所に出向き、私が夫婦二人分の加入手続を行った。 

    加入手続後、区役所に出向いた際だと思うが、職員に、「今の国民年金保

険料に 400円足せば、付加年金にも加入できるので将来のためによい。」と

勧められ、時期ははっきりとは覚えていないが、夫婦二人分の付加年金の手

続も行ったと思う。 

国民年金保険料については、私が夫婦二人分の定額保険料及び付加保険料

を一緒に納付してきた。夫が 60 歳となった以降の付加保険料についても、

自分の保険料が下がった記憶もないので、そのまま続けて納付したはずであ

る。 

申立期間の付加保険料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   オンライン記録を見ると、申立人は、申立期間のうち、昭和 53 年４月から

63 年７月までの国民年金保険料については前納しており、特殊台帳に各年度

の納付金額が記載されているが、その記載金額はいずれも定額保険料分のみで

あり、付加保険料を合わせて納付した事跡は認められない。 

また、申立期間の付加保険料を納付することが可能な別の国民年金手帳記号

番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行ったが、申

立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当たら

ない。 

   さらに、申立期間は 13 年４か月に及んでおり、これだけの長期間にわたり

国民年金保険料の収納及び記録管理における事務的過誤が繰り返されたとも



                    

  

考え難い。 

   加えて、申立人は、昭和 50 年４月以降、定額保険料及び付加保険料を一緒

に納付したはずであると主張するのみで具体的な陳述は無く、申立期間の付加

保険料の納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだ

すことはできなかった。 

   その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金付

加保険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5368 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 38年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和 11年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 38年３月まで 

昭和 38年５月に結婚してからは、夫の国民年金保険料については、私が、

当時集金に来ていた婦人会の人に納付していたが、当時、夫の年金手帳には、

それまでの領収印がたくさん押されていたのを見た記憶がある。 

申立期間当時の夫の職場の同僚に聞いたところ、職場に来ていた集金人

にお金を納めていたことを記憶していると言ってくれた。 

申立期間が未納と記録されているのは納得できない。 

   （注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市において、昭和 38年７月 20日に払い出されており、この手帳記号番号の

払出時点においては、申立期間の国民年金保険料は過年度保険料となることか

ら、集金人に納付することはできない。 

また、申立期間後の転居先であるＡ市保存の申立人に係る国民年金被保険者

名簿を見ても、昭和 36 年４月１日付けで国民年金被保険者資格を取得し、43

年２月１日付けで同資格を喪失したことが記録されているものの、検認記録欄

に申立期間の国民年金保険料納付は記録されていない。 

さらに、申立期間当時の申立人の職場の元同僚から聞き取り調査を行ったも

のの、申立人が国民年金保険料を納付していたことについて明確な記憶はない

としており、申立期間の保険料納付につながる陳述を得ることはできなかった。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種氏名検索を行ったほ



                    

  

か、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行ったが、

申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情等は見当

たらない。 

このほか、申立人の妻は、申立期間の国民年金保険料の納付には直接関与し

ておらず、申立期間の保険料納付をめぐる事情を酌み取ろうとしたが、新たな

周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 



                    

  

大阪国民年金 事案 5369 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 43年７月から 47年 12 月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 43年７月から 47年 12月まで 

    昭和 46年の秋頃、結婚を契機に夫に勧められて国民年金に加入した。 

    申立期間の国民年金保険料は、夫からお金をもらって、Ａ市Ｂ区役所に出

向き、３回ぐらいに分割して納付したはずである。 

    納付した国民年金保険料は、３万円という金額を記憶しているが、１回当

たり３万円程度を納付したのか、合わせて３万円を納付したのかは定かでは

ない。また、領収書等は紛失してしまった。 

    申立期間の国民年金保険料を納付したことは間違いないので、未納とされ

ていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿を見ると、申立人の国民年金手帳記号番号は、

Ａ市Ｂ区において、昭和 51年１月 10日に払い出されており、この手帳記号番

号の払出時点において、申立期間の国民年金保険料は、制度上、納付すること

ができない。 

また、その後の転居先であるＣ市保存の申立人に係る国民年金被保険者名簿

を見ても、申立期間の国民年金保険料は未納とされている。 

さらに、特殊台帳を見ると、申立期間直後の昭和 48年１月から 50年３月ま

での国民年金保険料について過年度納付し、同年４月から 51 年３月までの保

険料について現年度納付していることが確認でき、加入時点で納付可能な期間

について、遡って納付したものの、申立期間の保険料については時効により納

付できなかったと考えるのが自然である。 

なお、上記の昭和 48年１月から 51年３月までの国民年金保険料額は、合わ

せて３万 3,900円となることから、申立人は申立期間の保険料と当該保険料と



                    

  

を混同して記憶している可能性も否定できない。 

加えて、申立期間の国民年金保険料を納付することが可能な別の国民年金手

帳記号番号の払出しについて、オンライン記録により各種の氏名検索を行った

ほか、当時の住所地における国民年金手帳記号番号払出簿の縦覧調査を行った

が、申立人に別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわせる事情も見当

たらない。 

このほか、申立人が申立期間の国民年金保険料の納付を行ったとする事情を

酌み取ろうとしたが、新たな周辺事情等を見いだすことはできなかった。 

その他の事情も含めて総合的に判断すると、申立人が申立期間の国民年金保

険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



大阪厚生年金 事案 9852 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

       生 年 月 日 ： 昭和 22年生 

    住    所 ：  

      

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 41年３月 10日から 44年４月 15日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社における加

入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人名義の脱退手当金裁定請求書を見ると、同裁定請求書は昭和 44 年８

月 26日にＢ社会保険事務所（当時）で受け付けられ、申立人の脱退手当金は、

同年９月 25日に支給決定されていることが確認できる。 

また、上記裁定請求書に記載されている申立人の住所地は、申立人がＡ社を

退職後に入学し居住していたとする大学の学生寮の所在地であることから、当

該住所地の記載には申立人が関与していることがうかがわれる上、脱退手当金

は、当該住所地に近い郵便局で隔地払い（通知払い）されている。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立人の欄には、

脱退手当金の支給を意味する「脱」の記載が確認できるほか、脱退手当金の支

給額に計算上の誤りはないなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

加えて、申立人は、脱退手当金が支給決定された時期は学校の夏休みに当た

り、実家に戻っていたので学生寮には不在であったとしているが、隔地払いの

有効期間等を考えれば、それだけをもって申立人が脱退手当金を受給できない

とまでは認められない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9853 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 26年５月 15日から 36年７月 18日まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社における加入期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

    しかし、脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していないので、申立期

間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いとしている。 

  しかしながら、オンライン記録によると、申立人の脱退手当金は、申立期間

の最後の事業所における厚生年金保険被保険者資格の喪失日から約３か月後

の昭和 36年 10月 10日に支給決定されていることが確認できる。 

また、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、申立期間に

係る脱退手当金が支給決定される直前の昭和36年８月25日付けで脱退手当金

算定のために必要となる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金

の裁定庁に回答したことを示す「回答済」の表示が確認できる。 

さらに、申立期間の最後の事業所であるＡ社Ｂ支店に係る健康保険厚生年金

保険被保険者名簿を見ると、申立人の氏名は、昭和 36年 12 月 12 日に旧姓か

ら新姓に氏名変更されたことが確認できることから、脱退手当金請求に伴い処

理されたものと考えられる。 

加えて、前述の被保険者名簿の申立人の欄には、脱退手当金の支給を意味す

る「脱｣の表示が記されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

  これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9854 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、船員保険被保険者として船員保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡) 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 19年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 34年６月 18日から 35年７月１日まで 

             ② 昭和 39年３月 14日から同年９月 19日まで 

夫の船員保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、

Ａ船（船舶所有者は、Ｂ氏）に乗った期間のうち、申立期間の加入記録が無

いとの回答を受けた。夫の船員手帳に乗船記録が有るので、申立期間につい

て、船員保険被保険者期間として認めてほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求め

て行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、申立人の船員手帳の記録から、申立人が申立期間に

Ａ船で勤務していたことが確認できる。 

しかし、船舶所有者Ｂ氏が船員保険の適用事業所となった日は、オンライン

記録では確認できないものの、同人に係る船員保険被保険者名簿において、整

理番号が＊番である申立人の資格取得日が昭和 35 年７月１日であることから、

船舶所有者Ｂ氏は同日に船員保険の適用事業所となったと推認される。したが

って、申立期間は適用事業所ではない。 

また、前述の船員手帳を見ると、失業保険金支給記録の欄に船員保険の被保

険者であった期間として昭和 35年７月１日から 38年 10月 30日までと記録さ

れており、オンライン記録と一致する。 

申立期間②についても、申立人の船員手帳の記録から、申立人が申立期間に

Ａ船で勤務していたことが確認できる。 

しかし、前述の被保険者名簿において、申立期間に加入記録の有る者はいな

い。 



また、船舶所有者Ｂ氏は、「申立期間当時、Ａ船には、船長である私を含め

３人が乗っていた。申立人が船員保険に加入していない期間については、保険

料を控除していない。」と陳述しているところ、同人は、申立期間に国民年金

に加入し国民年金保険料を納付していることがオンライン記録により確認で

きる。 

さらに、申立人は既に死亡しており、申立期間当時の同僚等が把握できない

ため、これらの者から申立期間における保険料控除の状況等を確認することも

できない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が船員保険被保険者として、申立期間に係る船員保険料を事業主により給

与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9855 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和６年生 

    住    所 ：  

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 28年５月 11日から 34年頃まで 

    厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同

社が任意整理をした昭和 34 年頃まで継続して勤務していたので、申立期間

を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社が任意整理をしたとする昭和 34 年頃まで同社に継続して勤

務したのに、28年５月 11日までの加入記録しか無いと申し立てている。 

しかし、Ａ社は昭和 28 年６月１日に厚生年金保険の適用事業ではなくなっ

ており、申立期間のうち同日以降は厚生年金保険の適用事業所ではない。 

また、申立期間当時の事業主は既に死亡しているため、当該事業所等から申

立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況は確認できない。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において加入記録の

有る元従業員は、「会社は倒産したと思うが、いつまで存続していたか分から

ないし、任意整理していた時期も不明である。保険料控除についても分からな

い。」旨陳述している。 

加えて、申立人は、「会社を任意整理する前の４年又は５年間は給与の未払

が続き、この間の厚生年金保険料は控除されていなかったと思う。」旨陳述し

ている。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9856 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住    所 ：   

                           

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 35 年頃から 38 年頃まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、Ａ

社に勤務した申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。申立期間は、Ｂ

市に有った同社が経営する「Ｃ事業所」で勤務していたので、厚生年金保険

被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に、Ｂ市に有ったＡ社が経営する「Ｃ事業所」で勤務し、

厚生年金保険に加入していたと申し立てている。 

しかし、オンライン記録において、Ａ社という名称の厚生年金保険の適用事

業所は確認できない上、Ｃ事業所はＤ業種に該当し、申立期間当時、厚生年金

保険法の強制適用対象業種ではなかった。 

また、Ａ社及びＣ事業所の所在地を管轄する法務局で商業登記の記録も確認

できない。 

さらに、オンライン記録において、申立人が名前を記憶しているＡ社の事業

主及び同僚について調査したが、当該事業主及び同僚を特定できないため、こ

れらの者から申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除について確

認することができない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9857 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和９年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63年 10月１日から平成元年８月５日まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社（現在は、

Ｂ社）に勤務した期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、それまでの 22

万円から 18 万円に下がっていることが分かった。給料明細書等は保存して

いないが、同社に勤務していた期間に給与額が変わることはなかったので、

申立期間の標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務していた期間に給与額が変わることはなかったのに、

申立期間の標準報酬月額が、それまでの 22万円から 18万円に下がっているこ

とに納得できないと申し立てている。 

しかし、Ｂ社は、申立期間当時の関連資料を保存していないとしており、申

立期間当時の事業主も既に死亡しているため、これらの者から申立人の申立期

間における給与額及び保険料控除額について確認することができない。 

また、申立人は、「Ａ社に入社した後、仕事中にけがをし、Ｃ病院に１か月

ほど入院したことがある。」と陳述しており、Ｃ病院も、「申立人は、昭和 63

年７月１日から同年８月７日まで当病院に入院していた。」と回答していると

ころ、申立期間当時にＤ職であったとする取締役の一人は、「申立期間当時、

Ａ社は日給月給制であったので、仕事を休むとその分の給与は支払われなかっ

た。申立人が入院していた期間の給与が支払われなかったことが、昭和 63 年

10月の標準報酬月額の定時決定に影響しているのではないか。」と陳述してい

る。 

さらに、申立期間中の平成元年１月にＡ社で被保険者資格を取得している元

従業員から提出のあった、同年２月から同年８月までの期間に係る同人の給料



明細表を見ると、保険料控除額はオンライン記録の標準報酬月額に基づく保険

料額と一致しており、申立期間当時、同社では、オンライン記録の標準報酬月

額に基づく保険料を従業員の給与から控除していたものと考えられる。 

加えて、オンライン記録を見ても、申立人の標準報酬月額に遡及訂正等の不

自然な点は見られない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料の控除を確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9858 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和５年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月 21日から３年 12月まで 

年金事務所に厚生年金保険の加入状況を照会したところ、Ａ社に勤務し

た期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。同社には、

加入記録の有る期間を含めて５年間ほど勤務したので、申立期間も厚生年

金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間もＡ社に勤務し、厚生年金保険に加入していたと申し立

てている。 

しかし、Ａ社は、平成 17 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなってお

り、申立期間当時の事業主は既に死亡している上、申立人が同社Ｂ職であった

と記憶する元従業員は連絡先不明であるため、これらの者から申立人の申立期

間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認することができない。 

また、オンライン記録において、申立期間にＡ社で被保険者記録の有る元従

業員に照会し８人から回答を得たが、申立人を記憶している者はいない。 

さらに、申立人は平成２年９年 20 日に雇用保険の被保険者資格を喪失して

おり、厚生年金保険の記録と符合している。 

加えて、申立人は、「Ａ社を退職後、継続療養証明書を持っていた。」と陳述

しているところ、オンライン記録を見ると、申立人が平成２年９月 21 日に同

社で被保険者資格を喪失し、同日以後は健康保険の継続療養制度を利用してい

たことが確認できる。 

また、申立人が申立期間に治療を受けていたとする医療機関に照会したとこ

ろ、申立人は、申立期間中である平成３年 11 月の時点で、申立人の長女の夫

の被扶養者として、その健康保険被保険者証を使用していたことが分かった。 



このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9859 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 23年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 39年４月１日から 41年７月 21日まで 

             ② 昭和 42年５月 22日から 45年 12月 31日まで 

             ③ 昭和 46年２月１日から 47年５月１日まで 

    年金事務所に厚生年金保険の被保険者記録を照会したところ、Ａ社、Ｂ社

及びＣ社における被保険者期間が脱退手当金支給済みとの回答を受けた。 

Ｃ社を退職した時に脱退手当金の請求をしたことも受給した記憶もない

ので、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、申立期間に係る脱退手当金を請求した記憶はなく、受給していな

いと申し立てている。 

しかしながら、申立人に係る脱退手当金裁定請求書等を見ると、申立人の

記名及び押印が確認できる上、記載されている住所は申立人の当時の住所と一

致し、支払金融機関は当該住所地に比較的近い郵便局での隔地払い（通知払い）

となっているなど、一連の事務処理に不自然な点も見当たらない。 

なお、申立人は、「当該裁定請求書に記載されている住所（Ｄ市Ｅ）は、

当時、居住していた住所地と異なっている。」旨を主張しているものの、申立

人の当時の居住地を管轄するＤ市役所からは、「昭和 43 年５月＊日の住居表

示の変更により、申立人の住所地は『Ｄ市Ｆ』から『Ｄ市Ｅ』となっている。」

との回答が得られ、当該裁定請求書に記載された住所と上記の住居表示後の住

所は一致している。 

また、申立人は、「脱退手当金を受け取ったとされる『Ｇ郵便局』には、

Ｃ社を退職した後、振り込まれた金額を引き出すために一度だけ出向いたこと

がある。その時に振り込まれた金額は、同社を退職後に同社から受注した業務



に対する報酬であった。」旨を陳述しているものの、Ｃ社は、「外注した業務

に対する報酬及び従業員の給与については、当時、全て現金払いであった。」

と回答している上、同社の元経理事務担当者からも同趣旨の陳述が得られた。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶がないというほかに、脱退

手当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申

立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9860 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることは 

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 大正 12年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 17年 10月 19日から 21年１月 21日まで 

   年金事務所で厚生年金保険の加入記録を確認したところ、Ａ社における

厚生年金保険被保険者期間が脱退手当金支給済みとなっている旨の回答を

受けた。 

脱退手当金を請求した覚えも、受給した覚えもないので、申立期間を厚 

生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間後のＢ社における厚生年金保険被保険者記録は、申立期間における

厚生年金保険被保険者記号番号とは別の記号番号となっていることから、申立

人がＡ社に係る脱退手当金を受給したために、異なった記号番号で管理されて

いた可能性を否定できない。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立人が記載

されているページを含む前後の計 90 ページに記載された約 1,350 人のうち、

昭和 19 年１月から 23年 12 月までに資格を喪失し、受給要件を満たしている

80人の脱退手当金支給記録を調査したところ、受給者は申立人を含め 34人で

あるが、支給日が同一の受給者が多数散見される上、申立期間当時の同僚は、

「退職後、会社から脱退手当金を受け取った記憶がある。」旨の陳述をしてい

ることから、申立人についてもその委任に基づき事業主による代理請求が行わ

れていたことが考えられる。 

さらに、申立人の厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）を見ると、資格期間

欄には「脱手済」の表示がある上、給付記録欄に記載された支給額及び標準報

酬月額はオンライン記録と一致している。 

加えて、脱退手当金支給額に計算上の誤りは無く、事務処理上も不自然な点

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情などを総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9861 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

    

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 14年生 

    住 所 ：   

              

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 30年 12月 1日から 32年４月 19日まで 

             ② 昭和 42年３月１日から同年７月 28日まで 

             ③ 昭和 42年 10月 21日から 43年２月１日まで 

             ④ 昭和 43年７月 10日から同年 12月 31日まで 

             ⑤ 昭和 47年３月１日から 49年５月 31日まで 

申立期間①はＡ社に、申立期間⑤はＢ社に、それぞれＰ職として勤務し

ていたが、いずれも厚生年金保険の加入記録が無い。 

申立期間②はＣ社又はＤ社に、申立期間③はＤ社又はＥ社に、申立期間

④はＥ社にそれぞれ勤務していた。申立期間②から④までについては、Ｆ

県に在住し、正確な在職期間は覚えていないが、間を空けることなく勤務

していたのに、加入記録が抜けているのは納得がいかない。 

これら申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人陳述の社長の名前及び所在地がＡ社に係る健康

保険厚生年金保険被保険者名簿において確認できることから、勤務期間は特定

できないものの、申立人が同社に勤務していたものと推認される。 

しかしながら、Ａ社が厚生年金保険の適用事業所となったのは、申立期間後

の昭和 32 年８月１日であり、申立期間は適用事業所となっていない期間に当

たる。 

また、Ａ社が適用事業所となった日以降に資格を取得している同僚（７人）

の中に、所在が判明し生存している者はなく、当時の代表取締役及び役員の所

在も不明のため、これらの者に申立人の勤務実態及び保険料控除について事情

照会することができなかった。 



さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間①における被保険者記録を確認することはで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間①における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間②について、申立人は、申立期間もＣ社に勤務していたと申し立て

ているが、申立期間に被保険者記録のある複数の同僚は、「申立人は、Ｇ職と

して５か月間ぐらいしか勤務していなかったので、申立人の記録はそれで正し

いのではないか。Ｃ社の人事給与及び社会保険事務はきっちりしていた。」と

陳述しており、そのうち一人からは、｢申立人とは、同じ時期に退社した。私

自身の記録は正しい。｣との陳述が得られたところ、同社に係る健康保険厚生

年金保険被保険者名簿を見ると、同人の資格喪失日は昭和 42 年３月１日で、

資格喪失届の受付年月日及び健康保険被保険者証の返納記録は、同年４月 13

日となっており、この記録は、申立人の資格喪失日、資格喪失届受付年月日及

び健康保険被保険者証の返納の記録と同一であり、同人の陳述内容とも符合し

ている。 

一方、申立人は、申立期間当時、既にＤ社に勤務していた可能性もあると陳

述しているところ、当時の事業主は、既に亡くなっており、役員の所在も不明

であるため、これらの者に当時の事情を確認することができないほか、同社に

係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間に被保険者記録の

ある同僚 12 人に照会したものの、同社にはＨ本店以外にＩ支店及びＪ支店が

あり、多数の人が在籍していたこともあって、申立人を記憶している同僚はお

らず、これらの者から申立人の入社時期及び保険料控除をうかがわせる具体的

な陳述を得ることはできなかった。 

また、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索

を行ったが、申立人の申立期間②における被保険者記録を確認することはでき

なかった。 

このほか、申立人の申立期間②における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間③について、申立人は、前職のＣ社を退職後すぐに、Ｄ社に入社し、

次のＥ社に転職するまで勤務したと申し立てている。 

しかしながら、上記のとおり、Ｄ社における当時の事業主は、既に亡くなっ

ており、役員の所在も不明であるため、これらの者に当時の事情を確認するこ

とができないほか、同社に係る上記被保険者名簿において、申立期間に被保険

者記録のある同僚 12 人に照会したものの、申立人を記憶している同僚はおら

ず、これらの者から申立人の退職時期及び保険料控除をうかがわせる具体的な

陳述を得ることはできなかった。 

また、上記被保険者名簿を見ても、申立期間当時の健康保険整理番号に欠番



は無く、その記録に不自然な点もうかがえない。 

一方、申立人は、申立期間当時、既にＥ社で勤務していた可能性もあると陳

述しているところ、同社が適用事業所となった日は、申立人が資格取得した昭

和 43 年２月１日であり、申立期間は、適用事業所となっていない期間に当た

る。 

また、当時の取締役からは、「申立人は、事務所(本店)がＫ市からＬ市へ移

転した直後にＭ職として採用された。Ｋ市の事務所にはいなかった。」との回

答が得られたところ、申立人自身も「私は入社当初からＬ市で勤務していた。」

と陳述している。 

さらに、商業登記簿を見ると、Ｋ市からＬ市への本社移転日は昭和 42年 11

月 25 日となっていることから、申立人が同日以前に入社していたことは考え

難い。 

加えて、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間③における被保険者記録を確認することはで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間③における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間④について、申立人は、申立期間も継続してＥ社に勤務していたと

申し立てているところ、当時の事業主の所在は不明である上、当時の役員のう

ち、唯一回答が得られた上記の取締役からも、申立人の退職時期及び保険料控

除についての具体的な陳述は得られなかったほか、同社において昭和 43 年７

月 10 日から同年 12 月 31 日までの期間に被保険者記録のある同僚に事情照会

したものの、回答のあった複数の同僚は、いずれも申立人の記憶がないと回答

しており、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除について確認す

ることはできなかった。 

また、Ｅ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間当

時の健康保険整理番号に欠番は無く、記録に不自然な点も見当たらない。 

さらに、オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検

索を行ったが、申立人の申立期間④における被保険者記録を確認することはで

きなかった。 

このほか、申立人の申立期間④における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

申立期間⑤について、申立人は、当時のＢ社の社長夫妻及び社長の弟（現社

長）の名前を挙げ、これら各人の職務内容について具体的に陳述しているとこ

ろ、その内容は、現社長の陳述と符合している上、同人からは「申立人の名前

は覚えていないが、Ｎ職として勤務していたのは申立人だったように思う。」

との陳述が得られたことから判断すると、勤務期間は特定できないものの、申

立人は同社に在職していたことが推認される。 



しかしながら、Ｂ社は、申立期間当時の従業員は５人未満の個人事業所であ

り、当該事業所が適用事業所となったのは、Ｏ社として法人化した後の平成７

年 11 月１日になってからであり、申立期間は適用事業所となる前の期間に当

たる。 

また、現在の社長は、「申立期間当時の社長は実兄であり、社会保険の適用

事業所ではなかったので、給与から保険料は控除していない。当時、私は、国

民年金に加入していた。」と回答していることから、同人の国民年金収納記録

を見ると、申立期間の国民年金保険料は納付済みとなっていることが確認でき

る。 

さらに、申立人の申立期間における保険料控除をうかがわせる具体的な陳述

は得られず、確認することができなかった。 

このほか、申立人の申立期間⑤における厚生年金保険料の控除をうかがわせ

る関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9862 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ： 

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  平成 10年７月１日から同年８月４日まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社で勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答をもらった。 

Ａ社には、学校を卒業後の平成 10 年４月に入社しており、３か月間の試

用期間経過後、同年７月から厚生年金保険に加入しているはずなので、申立

期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほしい。 

        

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人と同期入社である元同僚の陳述から判断して、申立人が申立期間もＡ

社で勤務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社の事業主は、「申立期間当時、試用期間を設けていたが、期間

は一定ではなく、その年ごとに定めていた。４月入社の者は７月 20 日以降に

正社員とすると定めた年があり、申立人が入社した平成 10 年もそのように定

めたと思われる。この場合、給与計算の都合上、通常であれば同年８月１日を

厚生年金保険の資格取得日とするので、同年８月分の給与から厚生年金保険料

の控除を開始したはずだ。」と陳述している。 

また、申立人と同期入社で、申立人と同じ平成 10 年８月４日に被保険者資

格を取得している前述の元同僚は、「申立人と同じ日に入社した。会社から平

成 10 年４月後半の日を入社日と指定されていたため不安に思い、同年４月に

入ってから直接会社に問い合わせた記憶があるので、入社したのは同年４月下

旬であり、資格を取得するまでの３か月余りの期間が試用期間だと思う。」と

陳述している。 

さらに、申立人が入社した前年度についても、学校を卒業後の平成９年４月

に入社したとする３人の元従業員の被保険者資格取得日が同年８月１日であ



ることが確認でき、前述の事業主の陳述と符合する。 

加えて、申立人は、国民健康保険の被保険者資格を平成 10 年８月５日に喪

失していることが確認できるところ、Ｂ市Ｃ区役所は、喪失手続に当たっては、

次に取得した健康保険被保険者証を窓口で確認の上、その取得日の翌日を喪失

日として処理するとしていることから、申立人は、申立期間当時、同年８月４

日にＡ社において厚生年金保険（健康保険）の被保険者資格を取得したことを

認識していたものと考えるのが自然である。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9863 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ①  昭和 43年から 48年まで 

             ②  昭和 61年から 63年まで 

   厚生年金保険の加入状況を社会保険事務所（当時）に照会したところ、申

立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。 

申立期間①については、昭和 42年７月にＡ社を退職したが、その後再就

職を願い出て、43年から 48年までの間、Ｂ市にあった同社の事業所でＣ職

として勤務した。 

また、申立期間②については、昭和 61年にＤ社（後にＥ社に社名変更）

に入社し 63年に退職するまでの間、同社の４店舗でＦ職として勤務した。 

申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、元上司及び複数の元同僚の陳述から判断すると、時

期は特定できないものの、申立人が申立期間当時にＡ社の経営する事業所で勤

務していたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は平成 13 年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

上、元事業主が、会社は倒産し関係書類は一切残っていないとしていることか

ら、申立人に係る厚生年金保険料控除等の状況を確認することができない。 

また、Ａ社の本社で経理及び社会保険事務を担当していたとする者は、「事

業所の責任者から、社会保険加入の指示があれば加入させていたが、指示がな

ければ加入手続は行わない。また、給与台帳は、厚生年金保険の被保険者と被

保険者でない者とは別に作成していたので、厚生年金保険に加入していない従

業員の給与から誤って厚生年金保険料を控除することはない。」と陳述してい



る。 

さらに、申立人は、申立期間より前の昭和 41年６月 21日から 42年７月 31

日までＡ社で厚生年金保険に加入しており、当該期間におおむね相当する期間

について雇用保険の加入記録を確認することができるが、申立期間については、

雇用保険の加入記録は確認できない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

の健康保険整理番号に欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

申立期間②については、複数の元同僚の陳述から判断すると、時期は特定で

きないものの、申立人がＤ社の経営する事業所で勤務していたことが推認でき

る。 

しかし、Ｅ社は、平成 22 年１月に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっ

ている上、申立期間当時の事業主に照会を行ったものの回答が無いことから、

申立人に係る厚生年金保険料控除等の状況を確認することができない。 

また、Ｄ社の経理担当者であったとする者は、「Ｇ職は社会保険に加入する

約束で入社したので厚生年金保険に必ず加入していたが、Ｇ職以外の従業員は

出入りが激しかったため、Ｆ職であっても厚生年金保険に加入させない場合が

あった。また、厚生年金保険料を引かれるより、給与の手取額が多い方が良い

という理由で厚生年金保険に加入しない人もいた。」と陳述している。 

さらに、Ｄ社の元役員及び元従業員の一人が、申立期間当時の同社の従業員

数は 150人から 200人までぐらいであったとしているところ、同社及びその母

体と考えられるＨ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿により確認で

きる昭和 61 年６月１日現在の両社における被保険者数の合計は 115 人である

ことから、申立期間当時、Ｄ社及びＨ社では、必ずしも全ての従業員を厚生年

金保険に加入させていなかったことがうかがえる。 

加えて、前述の被保険者名簿において、申立期間の健康保険整理番号に欠番

は無く、同名簿の記録に不自然な点も見当たらない。 

このほか、申立人の申立期間①及び②に係る保険料控除を確認できる関連資

料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9864 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 大正９年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 21年９月 15日から 22年８月１日まで 

私は、Ａ社の事業主の息子に勧められ、同社の子会社であるＢ社に昭和

21 年９月に入社し、23 年２月まで勤務した後、引き続き 40 年７月までＡ

社に勤務した。 

しかし、社会保険庁（当時）の記録では、申立期間について厚生年金保

険の加入記録が無い。給与から厚生年金保険料が控除されていたので、申

立期間を被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

同僚等の陳述から、申立人は、期間の特定はできないものの、申立期間にお

いてＢ社に勤務していたことが推定できる。 

しかし、オンライン記録によると、Ｂ社は、厚生年金保険の適用事業所では

ない。 

また、申立人が主張するＢ社の所在地を管轄する法務局において、商業登記

簿を確認したが、同社の記録は見当たらず、申立人が記憶している事業主も既

に死亡していることから、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除

の状況について確認することができない。 

さらに、申立人は、「Ａ社の子会社であったＢ社で昭和 21 年９月から 23

年２月まで勤務した。」旨陳述しているところ、オンライン記録によると、申

立人は、Ａ社において、昭和 22 年８月１日に厚生年金保険の被保険者資格を

取得していることが確認できるが、同社は、「当社は、Ｂ社の関連会社ではな

い。申立人が同社に勤務していたとする期間について当社で厚生年金保険に加

入している事情等は不明である。」旨回答している。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9865 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等  

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 10年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 27年 10月 25日から 29年３月 17日まで 

    申立期間当時、Ａ社で勤務していた知人から誘われて、同社に昭和 27 年

10月 25日に入社し、29年３月 17日まで勤務したが、当該期間については、

厚生年金保険の加入記録が無い。納得できないので、調査の上、申立期間を

厚生年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

      

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、申立人が申立期間において、Ａ社に勤務していたこ

とが推定できる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間当時の関連資料を調べたが、申立人の記録は見

当たらない。」と回答していることから、申立人の申立期間における勤務実態

及び保険料控除の状況について確認することができず、同社に係る健康保険厚

生年金保険被保険者名簿から、申立期間に被保険者資格を有し、連絡先が判明

した 13 人に文書照会を行ったところ、その全員から回答があったものの、申

立人の申立期間における保険料控除の状況についての陳述を得ることはでき

なかった。 

また、上記被保険者名簿を見ると、申立人が、自身よりも前からＡ社に勤務

し、同社での勤務を紹介してもらった知人として氏名を挙げた同僚二人のうち

一人については、記録が見当たらない上、申立人が、一緒に仕事をしていたと

して氏名を挙げた同僚については、申立期間後の昭和 30年２月 10日に被保険

者資格を取得していることが確認できる。このほか、上記同僚照会で回答のあ

った 13 人のうち３人が、「申立期間当時の従業員数は 100 人程度であった。」

と陳述しているところ、上記被保険者名簿において申立期間に被保険者資格を

有する者は 40 人前後で推移していることが確認できることから、同社は、申



立期間当時、必ずしも全ての従業員を厚生年金保険に加入させていなかったも

のと考えられる。 

さらに、上記被保険者名簿には、申立期間における健康保険整理番号に欠番

が無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人が申立期間において、事業主により給与から厚生年金保険

料を控除されていたことをうかがわせる資料及び周辺事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金  事案 9866 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 57年８月 23日から同年 11月 16日まで 

厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務して

いた期間の標準報酬月額が、実際に支払われていた給与額と大きく異なって

いることが分かった。申立期間は、20万円から 22万円までの給与が支払わ

れていたので、当該期間について、正しい標準報酬月額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社が提出した申立人に係る「採用条件決定伺書」に記載された給与額から

判断すると、同社は申立人に対しその主張する給与額を支給していたことが推

認できる。 

しかし、Ａ社は、「申立期間に係る給与額及び厚生年金保険料の控除額が分

かる賃金台帳等の資料を保有していないことから、申立人の申立期間における

報酬月額及び保険料控除額について確認することができない。」と回答してい

る。 

また、Ａ社が提出した上述の「採用条件決定伺書」及び賃金表を見ると、申

立人の基本給は 13 万 4,490 円であることが確認でき、オンライン記録による

申立人の申立期間における標準報酬月額 13万 4,000 円に相当する額であるこ

とが確認できるところ、同社で、申立人とほぼ同時期に入社し同じ雇用形態で

ある上、同世代であったとする４人の元従業員も、申立人と同様に基本給相当

額が標準報酬月額となっていることが賃金表により確認できる。 

さらに、Ａ社に昭和 56年 12月に入社したと陳述し、厚生年金保険被保険者

資格も同年 12 月から取得していることがオンライン記録により確認できる元

従業員が提出した同年 12 月分及び 57 年１月分の給与明細書を見ると、56 年

12 月分の給与支給総額が 15 万 7,063 円、同基本給が 14 万 5,280 円であるの



に対し厚生年金保険料控除額は 7,950円、57年１月分の給与支給総額が 20万

3,009 円、同基本給が 14 万 5,280 円であるのに対し厚生年金保険料控除額は

7,950円であることが確認できるところ、両月分の厚生年金保険料控除額は同

社が社会保険事務所（当時）に届け出た標準報酬月額（15 万円）に相当する

保険料額であることが確認できる 

これらのことから、Ａ社は、申立期間当時、入社時の従業員に係る厚生年金

保険被保険者資格取得届における標準報酬月額について、給与支給総額ではな

く基本給相当額を標準報酬月額として届け、給与から控除する厚生年金保険料

も基本給相当額に見合う保険料を控除していたものと考えられる。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に相当す

る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料は無く、控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9867 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 13年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年９月１日から９年１月１日まで 

私は、申立期間にＡ社から、月額 80 万円の給与を支給されていたが、年

金事務所の記録では、当該期間の標準報酬月額が実際に支給された報酬額よ

り低く記録されている。 

申立期間の一部について、Ａ社からの振込額が確認できる銀行発行の取引

明細証明書を提出するので、申立期間の標準報酬月額の記録を訂正してほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間における標準報酬月額の相違について主張しているもの

の、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき、

標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金保険料及び申立人

の報酬月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これら

の標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

申立期間のうち、申立人が提出した金融機関発行の平成６年１月１日から８

年 12月 31日までの期間に係る「取引明細証明書」において確認できるＡ社か

らの振込額は、６年１月から８年７月までの期間は 80 万円及び８年８月から

同年 12 月までの期間は 30 万円ないし 40 万円であり、申立人の当該期間に係

るオンライン記録の標準報酬月額を上回っている。 

しかし、Ａ社の事業主は、「社会保険事務所（当時）には、オンライン記録

どおりの標準報酬月額を届け出たが、申立人からは当該標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を徴収しておらず、当社が保険料全額を負担していた。」旨回

答しており、申立人も、「Ａ社の事業主から、『当社は、厚生年金保険に加入し



ており、当社が保険料全額を負担するので、当社で働いてほしい。』と依頼さ

れたので、同社に勤務することとなった。」旨陳述している。 

また、申立人は、「申立期間に係る給与明細書は、Ａ社から交付されていな

い。」旨陳述しており、Ａ社の事業主は、「当社は、既に倒産しており、申立期

間当時の資料は残存していない。」旨回答していることから、申立人の申立期

間に係る厚生年金保険料の控除の状況について確認できない。 

さらに、Ａ社に係るオンライン記録において、申立人の標準報酬月額の減額

及び訂正処理等の不自然な処理が行われた形跡は認められない。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことをうかがわせる

事情等は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9868 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 42年６月３日から 55年２月 28日まで 

年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務していた昭和 42 年６月３日から

55 年２月 28 日までの期間が厚生年金保険の未加入期間とされているので、

申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社の申立期間当時における事業主の妻の陳述等から、在籍時期及び期間は

特定できないものの、申立人は、同社に在籍していたことが推認できる。 

しかし、オンライン記録から、Ａ社は、Ｂ社に社名変更後の平成２年４月１

日に厚生年金保険の適用事業所となっていることが確認でき、同社は、申立期

間において適用事業所とはなっていない。 

また、上記の元事業主の妻は、「申立期間当時のＡ社は、社会保険の適用事

業所ではなかったので、申立人の給与から厚生年金保険料は控除していない。

また、私の夫は、国民年金に加入していた。」旨陳述しており、国民年金手帳

記号番号払出簿から、元事業主の国民年金手帳記号番号が昭和 42 年２月 27

日に払い出されていることが確認できるとともに、オンライン記録から、申立

期間のうち、45年７月から 52年６月までの期間及び 53年５月から 54年３月

までの期間に係る元事業主の国民年金保険料が納付済みであることが確認で

きる。 

さらに、Ｂ社は、平成 14年３月 26日に適用事業所ではなくなっており、上

記の元事業主は、既に死亡している上、申立人は、Ａ社での同僚の氏名を記憶

していないため、同社及びこれらの者から、申立期間における申立人の勤務実

態及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

このほか、申立人が申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9869 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 46年生 

    住    所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 17年３月 14日から 18年１月６日まで 

   年金事務所の記録では、私がＡ社に勤務した期間のうち、申立期間が厚生

年金保険の未加入期間となっている。 

Ａ社の当時の事業主が、私の厚生年金保険の加入手続を行っていなかった

ことから、申立期間が厚生年金保険の未加入期間となったものであり、厚生

年金保険料を同社から年金事務所に納付してもらうので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

   雇用保険加入記録及びＡ社提出の申立人に係る労働者名簿から、申立人は、

申立期間において同社に在籍していたことが認められる。 

しかし、Ａ社が保管する健康保険厚生年金保険被保険者資格取得確認及び標

準報酬決定通知書（控）から、同社が社会保険事務所（当時）に届け出た申立

人の被保険者資格の取得年月日は、オンライン記録どおりの平成 18 年１月６

日となっていることが確認できる上、申立人提出の申立期間に係る給与明細書

から、申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていないことが確認できる。 

一方、申立人は、申立期間を厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい

と申し立てているが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき、年金記録の訂正が行われるのは、事業主が被保険者の給与

から厚生年金保険料を源泉控除した事実があるにもかかわらず、事業主が当該

保険料を納付したことが明らかでない場合に限られていることから、申立人が

厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていなかった申立期間につ

いて、年金記録の訂正を行うことはできない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。 



大阪厚生年金 事案 9870 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 24年 11月１日から 25年３月 10日まで 

     私は、昭和 24年４月 20日から 25年３月 10日までＡ社（現在は、Ｂ社）

Ｃ支店に勤務していた。 

     しかし、年金事務所の記録では、Ａ社Ｃ支店での厚生年金保険被保険者

資格の喪失日が昭和 24 年 11 月１日となっているので、申立期間を厚生年

金保険被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間にＡ社に継続して勤務していたと申し立てているが、Ｂ

社は、「Ａ社は、申立期間中の昭和 25年１月にＤ社が別の二社と合併して社名

変更した会社である。」旨回答しているところ、申立人は、「会社が合併したこ

とに関する記憶はない。」旨陳述している上、同社は、「申立期間当時の資料は

廃棄済みのため、申立期間における申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控

除の状況等は不明である。」旨回答している。 

また、申立人は、申立期間当時の同僚の名字しか記憶しておらず、当該同僚

の所在は不明であるため、Ａ社Ｃ支店に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿から、申立期間に同社在籍が確認できる複数の同僚に照会したものの、申立

人のことを記憶している者はおらず、これらの者から、申立人の申立期間にお

ける勤務実態及び厚生年金保険料の控除の状況等について確認できない。 

このほか、申立人が申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周辺事情は見当たらない上、

オンライン記録において、申立人の氏名の読み方の違い等による検索を行った

が、申立人の申立期間に係る厚生年金保険被保険者記録は確認できない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9871 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 55年 12月 31日から 57年５月１日まで 

   厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和

55 年 11 月から 57 年８月まで継続して勤務していたので、申立期間につい

て、厚生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録から、申立期間のうち昭和 56 年１月５日以降の期間につい

て、申立人がＡ社で勤務していたことが確認できる。 

しかし、Ａ社が名称変更したＢ社の元役員から提出された申立人に係る「厚

生年金保険被保険者資格喪失確認通知書」及び「厚生年金保険被保険者資格取

得確認および標準報酬決定通知書」を見ると、申立人は、昭和 55 年 12 月 31

日に被保険者資格を喪失し、57 年５月１日に被保険者資格を再取得したこと

が記載されており、オンライン記録と一致しているほか、同資格喪失確認通知

書の備考欄には、「昭和 55年 12月 30日退職」と記載されている。 

また、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿を見ると、申立期間の

前後に、申立人と同様に一旦、被保険者資格を喪失後、被保険者資格を再取得

している元従業員が二人いることが確認できる（二人のうち一人は所在不明、

他の一人は照会を行ったものの回答が得られない。）。 

さらに、上記の元役員及び複数の元従業員は、「申立期間当時、厚生年金保

険の加入を希望しない従業員が多数いた。」と陳述している。 

加えて、Ｂ社は、平成８年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主は既に死亡しているほか、上記の元役員からも、申立人の保険料控除

の状況について陳述が得られなかったため、同社等から、申立人の申立期間に



おける保険料控除の状況を確認できない。 

また、申立人は、同僚の氏名を記憶していない上、上記の被保険者名簿にお

いて、申立期間に被保険者記録が有る元従業員のうち所在が判明した 30 人に

照会したところ、上記の元役員のみが申立人を記憶していたものの、同人は、

申立人がＡ社で勤務した時期を記憶していない旨陳述しているため、同僚等か

ら、申立人の申立期間における勤務実態等を確認できない。 

さらに、Ａ社が加入していたＣ厚生年金基金における申立人の加入記録は、

厚生年金保険の記録と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9872 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料

を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 26年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間  ：  昭和 60年４月頃から 61年１月頃まで 

    厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

申立期間の加入記録が無いとの回答を受けた。同社には、昭和 60 年４月頃

から 61 年１月頃まで、パートタイムのＢ職として同社Ｃ支店で勤務してお

り、給与から厚生年金保険料を控除されていたので、申立期間について、厚

生年金保険被保険者であったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

複数の同僚の陳述から、時期は特定できないものの、申立人がＡ社でパート

タイム従業員として勤務していたことが推認できる。 

しかし、申立期間にＡ社で被保険者記録が有り、申立人及び複数の同僚の陳

述から当該期間に同社Ｃ支店で勤務していたことが確認できる元従業員のう

ち所在が判明した 14 人に照会を行ったところ、回答があった９人中５人（支

店長及び申立人と同じＢ職であった同僚を含む。）は、「Ａ社では、パートタイ

ム従業員は厚生年金保険には加入していなかった。」と陳述しているほか、支

店長を除く４人は、「自身もＡ社でパートタイム従業員として勤務していた期

間があるが、当該期間は厚生年金保険に加入していない。」と陳述している。 

また、Ａ社は、平成 14年に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

元事業主に複数回照会を行ったものの、回答が得られなかったため、同社等か

ら、申立人の申立期間における勤務実態及び保険料控除の状況を確認できない。 

さらに、上記の回答があった元従業員４人（支店長を除く）は、いずれも、

雇用保険の記録における資格取得日が厚生年金保険の資格取得日と一致して

いることから、申立期間当時、Ａ社では、厚生年金保険と雇用保険を同時に加

入させていたことがうかがえるところ、申立期間において、申立人の雇用保険



加入記録は見当たらない。 

加えて、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿において、申立期間

に健康保険整理番号の欠番は無く、同名簿の記録に不自然な点も見られない。 

このほか、申立人の申立期間に係る保険料控除を確認できる関連資料は無く、

控除をうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申

立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたことを認めることはできない。



大阪厚生年金 事案 9873 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金

保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和４年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年 11月１日から 48年６月 26日まで 

     厚生年金保険の加入状況を年金事務所に照会したところ、Ａ社に勤務した

期間のうち、申立期間の標準報酬月額が、実際の給与支給額よりも低く記録

されているとの回答を受けた。厚生年金保険料の控除額が記載された申立期

間の給料支払明細書を提出するので、当該期間について、本来の標準報酬月

額に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の標準報酬月額の相違について申し立てているが、厚

生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律に基づき標準

報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行われ

るのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の報酬

月額のそれぞれに基づく標準報酬月額の範囲内であることから、これらの標

準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

そこで、申立人提出の給料支払明細書を見ると、給与支給額に相当する標

準報酬月額は、昭和 44年 11月は 10万円、同年 12月及び 45年１月は８万 6,000

円、同年２月から 46年 10月までは 10万円、同年 11月から 48年５月までは

13万 4,000円、同年６月は 12万 6,000円であることが確認できるものの、保

険料控除額に相当する標準報酬月額は、44 年 11 月から 46 年１月までは６万

円、同年２月から同年９月までは８万円、同年 10 月から 48 年６月までは８

万 6,000 円であり、保険料控除額に相当する標準報酬月額及び給与支給額に

相当する標準報酬月額のうちいずれか低い方の額は、いずれの月も保険料控

除額に相当する標準報酬月額であることが確認できる。 

また、上記の保険料控除額に相当する標準報酬月額は、昭和 44 年 11 月か



ら 46年１月まではオンライン記録上の標準報酬月額（昭和 44年 11月から 45

年９月までは７万 6,000 円、同年 10 月から 46 年１月までは８万円）よりも

低く、同年２月から 48年６月まではオンライン記録上の標準報酬月額（昭和

46 年２月から同年９月までは８万円、同年 10 月から 48 年６月までは８万

6,000円）と一致している。 

このほか、申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づ

く厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる

関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立期間について、申立人がその主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。 

 

 

 


